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M E S S A G E

常務執行役員コンサルティング事業本部長

此本臣吾

地方創生の鍵は
産官学の連携にあり

戦後一貫して地方から都市への人口流出が続
き、高度成長期はその労働力が都市の成長を支
え、都市で生まれた富が地方交付税や公共投資
の形で地方に還流することで、地方の経済が支
えられるという好循環を生んでいた。地方にお
いても、しっかりとした産業基盤の整備を目的
として、1980年代以降、テクノポリス法や頭脳
立地法、地方拠点法など、地方の活性化を目指
す政策が相次いで実施された。
ところが、1990年代後半からは、地方経済を
支えていた工場が相次いで海外へ移転し（空洞
化）、さらに2000年代に入って出生率の低下と都
市への人口流出の相乗効果により、地方の過疎
化が急速に進んでしまった。地方には、かつて
のように都市に供給できる労働力はなく、都市
にも地方に還流できるだけの財政的な余裕はな
い。今や両者が相互に依存し合う関係は成立し
なくなっている。都市と地方の経済格差是正が
安倍政権の重要な政策課題のひとつとなり、
2014年 9月「まち・ひと・しごと創生本部」が
設立された。急速な少子高齢化が進む中で、地
方経済の創生にはかつて以上に困難が伴う。

果たして、財政移転に依存せずに地方が自立
することは可能だろうか。そのヒントを欧州に
見ることができる。たとえば、ドイツには人口
10万人、20万人という小規模でありながら、自
立して高い生産性を築いている中堅都市が多く
存在している。自動車部品やエレクトロニクス
の先端産業が集積するレーゲンスブルグ、先進
医療都市として知られるエアランゲンは、いず
れも人口10万人程度の都市であるが、 1人当た
りの域内総生産（生産性）がドイツの都市ラン
キングで10位以内に入っている。
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両都市に共通するのは、中心部にシーメンス
など世界企業の事業拠点があり、それらの大企
業からスピンアウトしたベンチャー企業が多く
存在し、技術人材の供給を支える工科系大学や
研究機関があり、加えて自治体が明確な産業ク
ラスター戦略を有し、都市内の企業をネットワ
ーク化する強力な商工会組織がある、といった
産業振興に関する好条件を有していることだ。
優れた企業とそれらを支える人材の集積によっ
て、両都市ともに輸出比率が60％を超えてお
り、中央からの財政移転に頼ることなく自立し
た経済を形成している。
ドイツにはほかにも、個別の産業に特化して
高い生産性を築いている都市が多く存在する。
このように、財政移転に頼らず自立している地
方をわれわれは「ローカルハブ」と呼んでい
る。これらのローカルハブは自然発生的にでき
たわけではなく、産官学が連携して産業クラス
ターを作るという明確な意思の下、それぞれの
役割に徹しながら時間をかけて「まち」を育成
してきた結果である。ドイツも日本と同様、総
人口、生産年齢人口ともに減少を続けている。
姉妹都市の関係を結んだ他国の都市から優秀な
人材を受け入れるなど、それぞれの都市が経済
の担い手の確保に必死の努力を行っていること
も共通している。日本の地方都市においても、
こういった工夫ができないはずはない。

そのためには、まず目先の効果ばかりを追い
求め、五月雨式に対策を講ずることと決別しな
ければならない。その上で、都市内の内部資源
（企業や大学、人材、インフラなど）の特徴を
十分に踏まえた蓋然性のある産業クラスター戦
略を構築し、継続的な政策によってその形成を

図っていく必要がある。
ローカルハブの形成の鍵を握るのは、産業ク
ラスターを担う企業の集積である。理想は大企
業の本社あるいは事業拠点（単なる生産機能で
はなく、開発や設計、事業の企画や管理機能を
有する拠点）があり、それを囲むようにベンチ
ャーや中堅企業が集積することが望ましい。地
域外からの企業誘致も当然あり得る。その産業
に関連ある企業であれば、国内外は問わない。
さらに、それら企業と地元の大学や研究機関が
混然一体となって、研究開発や人材育成が行わ
れることが望ましい。上述のエアランゲンでは
そうした環境がすでに形成され、技術・ノウハ
ウなどの地産地消も実現している。
グローバル化の時代に、いまさら地方へ拠点
をシフトするという話は、企業からみれば現実
的ではないかもしれない。拠点を新設するなら
国内ではなく、市場が成長する北米やアジアだ
という企業も多いだろう。あるいはローカルハブ
ができた時にどうするかを考える、という姿勢
の企業もあるだろう。卵か先か鶏が先か。何も
ないところに企業は進出できないが、その一方
で何かを作るためには企業の協力が必要である。
安倍政権にとって、地方創生は完遂せねばな
らない課題である。そのためには、地方で拠点
化する都市（ローカルハブ候補）に特長ある産
業クラスターを作り、大学と企業の垣根をなく
すことも必要であるが、最も重要なのは担い手
となる民間企業の協力をどれだけ引き出せるか
である。形だけの計画やインセンティブでは企
業は見向きもしないだろう。事業拠点をシフト
してもらうためには何が必要か、徹底したマー
ケティングの発想が求められる。
	 （このもとしんご）
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特集

要　約

1 「デジタルマーケティング」とは、デジタルメディアを通じて商品・サービスに関する
マーケティング活動を行うことを指す。企業は、何らかの電子機器・デバイスを介して
消費者とつながることで、購買履歴やさまざまな顧客情報をデジタル情報として獲得す
ることができるようになる。

2 デジタルマーケティングを推進している企業事例を見ると、自社サイト、スマートフォ
ンのアプリなどのオウンドメディアを核に、店舗とネットの連携を重視して、マーケテ
ィング全体の最適化を志向していることが分かる。

3 企業がオムニチャネル、すなわちデジタルメディアからリアル店舗に至る全てのチャネ
ルを有機的に連係させて顧客へアプローチする動きを活発化させている。そうなると、
デジタルマーケティングの手法をリアル店舗に適用したり、リアル店舗だけでは見えな
かった総合的な顧客像を描いて有効な活性化策を打ったりすることができるようになる。

4 デジタルマーケティングの登場によって、潜在顧客と既存顧客、広告と販促を有機的に
連係させたマーケティングを行うことが可能になる。それを反映して、ベンダーが提供
するソリューションも、マーケティング活動全体をカバーする方向で発展しつつある。

5 デジタルマーケティングを企業内で推進していく上でのポイントと課題の中で、特に重
要となるのはKPIの設定と、マーケティング施策の実行から分析、仮説検証につなげる
PDCAサイクルの運用である。

Ⅰ　デジタルマーケティングとは
Ⅱ　デジタルマーケティングの企業事例
Ⅲ　デジタルとリアルのチャネル連係
Ⅳ　デジタルマーケティングのソリューション動向
Ⅴ　デジタルマーケティング推進上のポイントと課題

C O N T E N T S

中村博之日戸浩之

実践段階を迎えた
デジタルマーケティング

デジタルマーケティングの新展開
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Ⅰ	デジタルマーケティングとは

1 デジタルマーケティングの定義
「デジタルマーケティング」とは、デジタル
メディアを通じて商品・サービスに関するマ
ーケティング活動を行うことを指す。最も一
般的なデジタルメディアは、インターネット
のウェブサイトであるが、ほかにも電子メー
ル、スマートフォンやタブレットのモバイル
アプリ、デジタルテレビなど多種多様なもの
がある。

何らかの電子機器・デバイスを介して、企
業と消費者がつながり、そこでEC（電子商
取引）や決済手段としての電子マネーが使わ
れるようになると、顧客接点はデジタル化さ
れる。企業は、購買履歴やさまざまな顧客情
報をデジタル情報として獲得することができ
るようになる。

トリプルマーケティングと呼ばれる観点か
ら、メディアをオウンドメディア（Owned 
Media）、ペイドメディア（Paid Media）、ア
ーンドメディア（Earned Media）の 3 つの
マーケティングチャネルに分ける考え方があ
る（図 1 ）。企業が自ら「所有する」メディ
アであるオウンドメディア（自社運営のウェ
ブサイト、コンタクトセンター、会員誌な
ど）、テレビCM、リスティング広告など広
告枠を広告主として購入するペイドメディ
ア、ブログやツイッター、フェイスブックな
どのソーシャルメディアを中心とするアーン
ドメディアのそれぞれにおいて、デジタルメ
ディアの比重は高まっている。

中でも特にオウンドメディアについては、
かつては店舗が中心的な役割を担っていた
が、企業が自社サイトの運営やECに取り組
むことでデジタルメディアの選択肢が広がっ

図1　トリプルメディアの概要

自社で運営する
ウェブサイト、

EC（電子商取引）、
カタログ・会員誌など、
自社所有のメディア

テレビCM、
新聞・雑誌広告、
屋外広告、

ネット広告など、
広告枠を購入する

メディア

ブログ、ツイッター、
フェイスブック、
ラインなどの

ソーシャルメディア

オウンドメディア

ペイドメディア アーンドメディア

認知・集客
認知・集客

交流
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タ 分 析 が 可 能 に な り、 消 費 者 をOne to 
One、あるいは詳細なセグメント別に分けて
プロモーションをかけるようになった。ID
付きの個人の意識・行動にかかわるデータの
活用は、個人情報保護の問題があるものの、
今後は個人を特定できるパーソナルデータを
前提とした分析とマーケティング施策の展開
がより求められてくる。

消費者側も情報があふれて判断に困るよう
な、いわば情報疲労の状況に陥っている人が
多いため、個人別に適切な情報提供を求める
ニーズも強いとみられる。

（3）	 横断的なマーケティングの取り組み

デジタルデータの活用に工夫を凝らすこと
により、さまざまな領域のデータ同士をつな
ぐことも可能になる。

たとえば企業サイトを分析すると、クッキ
ーという特有なIDを持つ人が、どんな検索
ワードや広告を見てサイトに流入してきたか
が分かる。また、サイト内のどこをどれだけ
長く見ていたかも分かる。その人の名前や属
性は普通では分からないが、サイト内に置い
たアプリケーションをソーシャルログインと
いう技術を使ってつなげば、そのクッキー
IDは、フェイスブックやツイッターなどを
利用しているソーシャルアカウント名に変換
され、そこに紐付いている名前、属性情報と
サイト内行動が統合されることになる。

3 マーケティング全体の最適化
デジタル化された顧客接点が増えることに

より、消費者の購買ステップごとの行動が把
握しやすくなっている。たとえば、企業サイ
トやECを分析すると、検索ワードやサイト

ている。それぞれのメディアが持つ大きな役
割として、ペイドメディアが「認知・集客」、
アーンドメディアが「共有・拡散」であるな
らば、オウンドメディアは「顧客との関係構
築」といえる。従来、直接の顧客接点を持ち
にくかった製造業を中心に、オウンドメディ
アを強化することで主体的に顧客との関係構
築を図ることが可能となってきている。

2 デジタルマーケティングの特徴
デジタルマーケティングには、次の 3 つの

特徴がある。

（1）	 継続的、即時的なデータの蓄積・

	 活用が可能に

デジタルマーケティングでは、企業がデジ
タルな手段を媒介にして消費者にアプローチ
することが可能となっているため、基本的に
は自動的に個人の行動履歴のデータが蓄積さ
れる。その大量に蓄積された、いわゆるビッ
グデータを活用することで、従来よりも精度
の高い分析、それに基づく施策が可能とな
る。

またスマートフォンなどの普及や、リアル
タイムの分析技術が発達したことで、まさに
顧客の今の状態を把握し、たとえば移動中の
消費者に広告を提示するなどの即時的な対応
をとることも可能となってきている。

（2）	 パーソナル対応

電子マネーの普及などもあり、購買履歴と
その後の決済情報も含めて、個人別の行動が
追跡できるようになってきている。

小売業ではPOSだけでなく、会員カード、
電子マネーの導入が進むことでID-POSデー
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ジタル領域のみにとどまらず、店舗も含めた
リアルの領域にもかかわっている。消費者に
店舗とインターネットの使い分けについて尋
ねたところ、 7 割弱の人は「インターネット
で商品を買う場合も、実物を店舗などで確認
する」と答えており、インターネットだけで
閉じている人は26％にとどまっている（次ペ
ージの図 3 ）。

また、商品やサービスを選ぶ際に重視した
い情報について見ると、「実際の利用者の評
価を重視したい」という人が最も多く、ソー
シャルメディアをはじめとするさまざまな情
報源の影響力が高まっているとみられる（次
ページの図 4 ）。このように消費者の購買を

内の何をどのくらい長く見ているかが分か
る。ソーシャルメディアを分析すれば、購買
前の発言も入手できることにより、購買前の
状況や購買の背景にみられる状況、理由など
も分析することができる。

このような分析を進めることで、顧客経験
価値（Customer Experience）と呼ばれるよ
うな、顧客が利用経験を通じて得られる効果
や感動、満足感といった感覚的・情緒的な価
値に迫ることができる。

さらに図 2 で示されている通り、消費者の
購買行動をめぐる事前・事後のステップはさ
まざまなメディアにまたがったものになって
いるため、デジタルマーケティングは単にデ

図2　購買ステップごとに見た顧客接点（顧客行動のイメージ）

店舗

カタログ、会員誌

コンタクトセンター

ウェブ

モバイル

ブログ

ツイッター

フェイスブック

ライン

テレビ（地上波）

BS・CS放送

新聞・雑誌広告

屋外広告

ネット広告

認知 検討 来店 購買 評価 リピート

オ
ウ
ン
ド
メ
デ
ィ
ア

ア
ー
ン
ド
メ
デ
ィ
ア

ペ
イ
ド
メ
デ
ィ
ア

注）網掛けはデジタルメディアであることを示す
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したユーザーをターゲット像（クッキーから
そのプロフィールを分析）として、そこを基
点にマスマーケティングや店舗でのマーケテ
ィング施策を展開することが考えられる。

また逆に、マスマーケティングから購買行
動の特徴の仮説を設定し、それをもとにデジ
タル手段を活用して個別のユーザー行動に紐
付けて、的確なタイミングのコミュニケーシ
ョンを行う方向もある。以上のように、デジ
タルマーケティングは店舗（リアルの領域）
も含めたマーケティング全体にかかわり、そ
の最適化にも役割を果たすと位置付けること
ができる。

Ⅱ	デジタルマーケティングの
	 企業事例

1 良品計画のデジタルマーケティング
 の特徴

ここでデジタルマーケティングに取り組ん
でいる企業の具体例として、良品計画の取り
組みを見てみよう注1。

ライフスタイルを彩るさまざまな製品を取

めぐる行動は店舗とインターネットが常にク
ロスしながら変化しているため、デジタルマ
ーケティングで得られた知見は、マスマーケ
ティング、店舗でのマーケティングに活用す
ることが求められる。

たとえば、ウェブやネット広告配信に反応

図4　商品やサービスを選ぶ際に重視したい情報（複数回答）

0% 20 40 60 80 100

実際の利用者の評価を重視したい

専門知識が豊富な第三者の情報を重視したい

身近な人の意見を重視したい

企業からの公式の情報を重視したい

店頭などで販売員の意見を重視したい

あてはまる ややあてはまる

N＝3,171

27.8 60.5 88.3

13.4 65.6 79.0

15.5 62.5 78.0

8.5 57.6 66.1

4.8 47.6 52.4

図3　店舗とインターネットの使い分け

「インターネットで購入する場合も実物を店舗で確認」

無回答
6%

B：インターネットで商品を買う
場合も、実物を店舗などで確
認する

A：実際の店舗に行かずに、イン
ターネットだけで商品を買う
ことがある

Bに近い
35%

どちらかといえば
Bに近い

33%

どちらかと
いえば

Aに近い
18%

Aに近い
8%

注）対象は15～ 79歳の男女個人10,348人、訪問留置法により実施
出所）野村総合研究所「生活者1万人アンケート調査」（2012年）

注）対象は15～ 79歳の男女個人3,171人、性・年代の構成比は人口比に準拠
出所）野村総合研究所「生活者Webアンケート」（2012年11月）
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• くらしの良品研究所（外部モニターなど
と連携しながら商品開発を推進する社内
組織）、SNSをベースとした顧客とのコ
ミュニケーションの推進

これらの役割に基づき 4 割のネット利用会
員に対しては、アクティブユーザー化を進め
ることで売上を伸ばし、 6 割の非ネット利用
会員に対してはメールマガジン、ソーシャル
メディア、モバイルなどによる働きかけを通
じてアプローチを強化してきた。

まず良品計画は2009年から店舗で使えるク
ーポンを付けるなど、メールマガジンを使っ
た店舗送客を実施している。顧客が何を買っ
たのか、クーポンは使われたのかといったあ
らゆるデータを取得し、デジタルマーケティ
ングに活用した。

2011年に始めたネット注文店頭受け取りサ
ービスは全受注の 4 ％に広がり、年間 4 〜 5
億円の売上になっているという。売上計上は
店舗になるものの、インターネットで注文す
るプロセスを経るため、そこまでの行動デー
タを取得することができる。それによりイン
ターネットを利用しているユーザーも、実は
店舗派であるということなどが分かる。

2009年にツイッター、10年にフェイスブッ
ク、11年にミクシィページ、13年にはライン
の企業アカウントを開設している。これらの
ソーシャルメディアによる情報発信を使った
ある店舗送客キャンペーンでは、店舗全体の
売上の 3 ％に寄与した。ソーシャルメディア
の活用は、「いいね！」をもらうだけではな
く、自社メディア（ウェブサイト、ECサイ
ト、店舗）に来てもらうことを目的としてい
る。重要なのは企業が持ち得ない「購買デー

り扱う「無印良品」を展開する良品計画は、
「ネットとリアルの融合」をキーワードにデジ
タルマーケティングへの積極的な挑戦を続け
ている。良品計画の2014年 2 月期のEC売上高
は124億4600万円である。ウェブ経由の売上高
は、2006年に「無印良品有楽町店」を抜いて
最大店舗の扱いとなり、11年から 3 年連続 2
ケタ成長を続けている。連結売上高に対し、
ネットストアの売上構成比は 7 ％を占める。

現在の良品計画の会員動向を見ると、過去
2 年間で最低 1 回はネットストアを利用した
ことがある会員は38％で、そのうち半年以内
に買い物をしている人は16％しかいなかっ
た。2014年 6 月時点でのネット会員は460万
人超となっているが、60％以上の会員がネッ
トストアを利用していない。

良品計画では顧客の行動を把握するため
に、顧客の購買に至るプロセス全体、お店、
インターネット、顧客個人の時間内でのブラ
ンド体験（時間軸）を捉えることが重視され
ている（これは「顧客時間」と呼ばれてお
り、顧客経験価値に類似する概念である）。
中でも顧客が商品を買った後にどのような感
想を抱いているのか、次はどのような商品を
購入しようとしているのか、検証・分析が行
われている。

2 良品計画のデジタルマーケティング
 の具体的な施策

良品計画でデジタルマーケティングを担う
WEB事業部の役割は次の 3 つとされている。

• 店舗への送客

• ネットストアによる顧客の無印良品への
購入アクセスの獲得
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ッククッションを前面に押し出した「MUJI 
to Sleep」というネット販促キャンペーンを
2014年 7 月に展開したところ、ネッククッシ
ョンの売上が 3 倍に増加したという取り組み
事例も出てきている注2。

以上に見られるように、良品計画は「無印
良品」のブランド力を活かしながら、自社サ
イト、「MUJI passport」というアプリなど
のオウンドメディアを核に、デジタルマーケ
ティングの各種施策を推進している。店舗と
ネットの連携を重視して、マーケティング全
体の最適化を志向している好事例といえるで
あろう。

Ⅲ	デジタルとリアルの
	 チャネル連係

1 オムニチャネル化の進展の影響
今後、デジタルマーケティングの影響は企

業活動全体に及んでいく。その背景には、前
述したように消費者の購買行動がデジタルと
リアルのさまざまなメディアにまたがってい
る点が挙げられる。さらに、それを受けて企
業側がオムニチャネル、すなわちデジタルメ
ディアからリアル店舗に至る全てのチャネル
を有機的に連係させて顧客へアプローチする
動きを活発化させていることも見逃せない。

企業による顧客接点のオムニチャネル化が
進展しているのに伴い、デジタルマーケティ
ングの恩恵をリアル店舗など、ほかのチャネ
ルにも及ぼすことが可能になりつつある。

2 O2Oはリアル店舗を対象とした
 デジタルマーケティング

その端的な例が、O2O（オンライン・ツ

タ」以外のデータ（行動データや非構造化デ
ータ）を持つソーシャルIDを活用し、自社
メディアに来てもらうことである。

さらに、企業のメッセージが消費者に届き
にくい市場環境を打破するために、コストの
高いチラシやテレビCMといった従来型のマ
ス媒体を避けて、「MUJI passport」という
アプリ開発を手がけ、2014年 7 月から配布を
開始した。

これまでのメールマーケティング、外部企
業との連携による店舗送客施策は、どれもが
部分的で全店頭をサポートする施策やツール
ではなかったという反省を活かし、全国の店
舗やECサイトでのショッピング、店舗への
来店時にチェックインすることで貯まる

「MUJIマイル」、ほしい商品の店舗在庫を確
認できる「ショッピングガイド機能」などを
搭載している。たとえばショッピングガイド
機能では、「無印良品」全7500アイテムの中
から、ほしい商品を簡単に検索することが可
能である。在庫のある最寄り販売店舗をリア
ルタイムで表示する機能もある。
「MUJI passport」の目的は、ネットとリア
ルの区別なく無印良品のファンとコミュニケ
ーションを図ることである。持続的な来店客
数の増加は売上増につながり、マーケティン
グ施策効果が可視化される。なお、「MUJI 
passport」では、顧客の「性別」「年代」「マ
イルステージ」「購入商品」「累計購入金額・
頻度」「利用店舗」など、多数の利用データ
を集めている。
「MUJI passport」に蓄積された購買データ
を分析した結果、「体にフィットするソファ
の最多購入者は20代男性」という意外な結果
が得られた。その結果を基に、同じ素材のネ
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る多様な手法を活用して、リアル店舗の売上
向上を図ることができる。

3 チャネル別のマーケティング効果の
 分析

一方、すでに本格的なオムニチャネル化に
取り組んでいて、全てのチャネルを有機的に
連係させたマーケティングを実施している企
業の場合、その効果の分析にも工夫が必要に
なる。

図 5 は、複数のチャネルでのマーケティン
グ支出がリアル店舗での売上にどのように寄
与しているのかを分析している例である。チ
ャネル別のマーケティング支出データ、およ
びリアル店舗の売上データを蓄積し、それら
を時系列分析などの統計的手法で分析する。

ー・オフライン）である。O2Oはオムニチャ
ネルの中で、デジタルメディアからリアル店
舗への送客という一断面を切り取ったマーケ
ティング手法である。

O2Oは、デジタルマーケティングの出口を
リアル店舗に置き換えたものであるため、デ
ジタルマーケティングが持つさまざまな特徴
をそのまま受け継いでいる。たとえば、
CVR（コンバージョンレート：対象者のう
ち何％が来店や購買に至ったかの比率）によ
る施策の評価や、A/Bテスト（最初に小人数
を対象に複数の施策をテストし、残りの人数
には反応が良かった施策を自動的に実施する
こと）、リターゲティング（一度店舗に訪れ
た顧客に再訪を促すように広告を配置するこ
と）など、デジタルマーケティングで進化す

図5　チャネル横断のマーケティング効果の分析

テレビ

マーケティング支出データ リアル店舗
売上データ
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効な活性化策を打つことにもつながる。

Ⅳ	デジタルマーケティングの
	 ソリューション動向

1 DMP（データ・マネジメント・
 プラットフォーム）

さまざまなチャネルでの顧客の行動データ
を集約して顧客の特徴を明らかにする仕組み
は、DMP（データ・マネジメント・プラッ
トフォーム）と呼ばれ、注目を集めている。
現在サービス提供されているDMPは、広告
系DMPとプライベートDMPに大別される。
それに新たな概念であるオムニチャネル
DMPを加えた3種類のDMPを紹介する。

（1）	 広告系DMP

ウェブ上での匿名の識別子であるクッキー
を用いて、さまざまなウェブメディアへのア
クセスを個人別に集約し、その個人がどのよ
うな特徴を持つかを判別する。その個人別の
特徴を基に、主にウェブ広告のターゲティン
グを行うことに活用される。

米国のある通信会社は、広告系DMPを用
いてウェブ広告の出稿対象を最適化すること
で、数百億円の経費削減効果があったと報告
している。

（2）	 プライベートDMP

広告系DMPと同じ仕組みで集約したウェ
ブのアクセス履歴と、企業が持つ顧客データ
を紐付ける機能を持つ。データの紐付けは、
企業の自社ウェブサイトへDMPのクッキー
を埋め込むことで行われる。こうしてプライ
ベートDMPでは、ウェブチャネルと企業の

その結果、個々のチャネルのマーケティング
支出を増やすとどれだけリアル店舗の売上が
増すのかというマーケティングROI（投資対
効果）の値、および全体として売上高がいく
らになるかという売上予測モデルが得られ
る。

こうしたチャネルを横断したマーケティン
グ効果の分析を行うソリューションは、すで
にさまざまなソリューションベンダーから提
供されている。企業は、分析から得られた売
上予測モデルをもとに、最も効果が高いと思
われるチャネルに重点的にマーケティング支
出を配分することができる。

実際、フランスに本拠を置く小売チェーン
のカルフールは、上記のような分析によって
リアル店舗でのパソコン販売に対してウェブ
チャネルのマーケティングROIが最も高いこ
とを明らかにし、ウェブチャネルへの重点配
分によってマーケティング投資の最適化を実
現させている。

4 チャネル横断データからの
 総合的な顧客像の描出

従来、リアルチャネルを中心に活動してい
た企業にとっての顧客の行動データとは、店
舗での購買履歴や営業員の接触履歴など、顧
客が行き来するチャネルの中のごく一部の断
面を切り取ったデータであった。

こうした企業にとって、デジタルメディア
での顧客の行動データを組み合わせてチャネ
ル横断データを作成することの意義は大き
い。たとえば、これまで購買頻度が低くて全
く特徴が見えなかった顧客に対しても、デジ
タルメディアでの行動をもとに特徴を付加し
て総合的な顧客像を描くことができれば、有
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これらの課題を解決する手法の候補として
は、①本特集の第二論考で紹介している

「NRIインサイトシグナル」に代表される「シ
ングルソースデータ」を活用して「データ拡
張」を行う手法、②異なるソースのデータ
を、統計的に「もっともらしい」値を推定し
ながら集約する「データ融合」手法、などが
挙げられる。

このような手法を用いて、デジタルメディ
アからリアル店舗までのすべてのチャネル、
すなわちオムニチャネルのデータを集約した
DMPができると、より精緻な顧客像に基づ
いた最適なマーケティング施策が実現される
はずである。

2 さまざまなマーケティング
 ソリューション

次ページの図 6 は、これまで述べたDMP
に加え、米国を中心に普及が始まっている

「クロスチャネル・キャンペーン管理」「マー
ケティングオートメーション」などの各種マ
ーケティングソリューションの適用領域を示
したものである。

クロスチャネル・キャンペーン管理とは、
電子メールでの開封状況に合わせてウェブで
の表示内容を変える、といった複数チャネル
にまたがったキャンペーンを、グラフィカル
な画面で管理できるソリューションである。
日本のファッション通販会社であるピーチ・
ジョンは、こうしたソリューションを活用し
て100億円程度の売上増効果があったと報告
している。

マーケティングオートメーションとは、Ⅲ
章で述べたような売上予測モデルの分析を踏
まえ、チャネル別のマーケティング投資の配

リアルチャネルのデータを結び付けて、総合
的な顧客像を描出することができる。日本国
内でも、これまで顧客に関するデータに乏し
かったメーカーなどが、特にプライベート
DMPの導入意欲を高めている。これまでの
事例としては、自社ウェブサイトへの来訪者
の特徴を分析して、当初のサイトの狙いとの
ずれを修正した、などが報告されている。

ただし、リアル店舗での購買までを紐付け
することは容易ではない。①自社のウェブサ
イトへのアクセスを媒介に紐付けを行ってい
るため、全体の一部の顧客しかデータが得ら
れない、②メーカーのようにそもそも自社で
リアル店舗での購買データを持たない企業の
場合、同一の顧客のデータを集約することが
できない、などがその理由である。

（3）	 オムニチャネルDMP

オムニチャネルDMPは筆者の造語であり、
まだ現存するものではない。ここでは、ウェ
ブに限らず、DMP本来の目的であったさま
ざまなチャネルでの顧客の行動データを集約
したものをオムニチャネルDMPと呼んでい
る。

現存するDMPのほとんどは、データを集
約する際にウェブのクッキーを用いているた
め、集約の対象にできるデータには制限があ
る。それを解決するためには、ウェブのクッ
キーに頼らずにデータを集約する手法が必要
となる。またクッキーには、モバイル機器が
非対応の方向にあること、プライバシーの観
点から利用に制約を課す方向にあることか
ら、今後利用が減少していくという課題もあ
る。その側面からも、クッキーに頼らない手
法が期待されている。
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いた均一の広告が用いられるのが一般的であ
った。つまり、潜在顧客と既存顧客の間には
明確な境界があった。

ところが、デジタルマーケティングの登場
によって、潜在顧客についても個人の識別が
可能になった。その結果、潜在顧客と既存顧
客、広告と販促をシームレスに連係させたマ
ーケティングを行うことが可能になったので
ある。各社が提供するマーケティングソリュ
ーションも、それを反映してマーケティング
活動全体をカバーする方向で発展しつつあ
る。

Ⅴ	デジタルマーケティング
	 推進上のポイントと課題

最後にデジタルマーケティングを推進して
いく上でのポイントと課題を整理しておく。

分からその実施までを自動で実行することを
目指したソリューションである。

この 2 つのソリューション群は、当初の出
自は別々であったものの、お互いに類似する
機能を獲得しながら対象領域をオーバーラッ
プさせているため、現在では明確に分類する
ことに意味はない。

DMPについては、主に潜在顧客向けに広
告を行うのが広告系DMP、既存顧客向けの
販促を行うのが従来型CRM（カスタマー・
リレーションシップ・マネジメント）、両者
の橋渡しをするのがプライベートDMPであ
るといえる。

図 6 に示したように、現在、広告と販促の
境界があいまいになっている。その発端こそ
が、本稿のテーマであるデジタルマーケティ
ングの登場であった。従来型CRMは、顧客
IDを持つ既存顧客に販促を行うのみであり、
潜在顧客へのアプローチはマスメディアを用

図6　各種マーケティングソリューションの適用領域
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るための施策を策定した際に、その施策がき
ちんと遂行されているかどうかを測定する

「指標」を、最近ではKPIと呼んで重視する
ようになっている。マーケティングにおいて
も、KPIを定め、4Pと呼ばれるProduct（商
品）、Price（価格）、Place（販売チャネル）、
Promotion（販促・広告）のマーケティング
施策の業務プロセスをモニタリングすること
が重要となっている。

デジタルマーケティングが従来のマーケテ
ィングと異なる点は、さまざまなチャネルや
手法を用いてマーケティング・キャンペーン
を実行し、その結果を分析してリアルタイム
でその有効性、効果を把握できる点にある。
具体的には前述したCVR（コンバージョン
レート）をはじめとして、コンテンツの閲覧

1 デジタルマーケティング推進上
 のポイント

前章まで述べてきたデジタルマーケティン
グを企業内で推進していく上でのステップを
整理したのが図 7 である。デジタルマーケテ
ィングでは、企業がデジタルな手段を媒介に
消費者にアプローチすることで、購買履歴な
どの顧客別の情報が蓄積される。その大量に
蓄積されたデータを活用するためのKPI

（Key Performance Indicators：重要業績評
価指標）の設定と、そのKPIに基づくマーケ
ティング施策の実行から分析、仮説検証につ
なげるPDCA（計画、実行、課題抽出、改
善）サイクルの運用が重要となる。

経営戦略において、まず命題となる「目
標」を定め、次にその目標を具体的に実現す

図7　デジタルマーケティング推進上のステップ
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Action
（改善）

マーケティングの
PDCA

デジタルマーケティングのステップ

データ収集・蓄積

KPIの設定・見直し

IT基盤

日
常
的
な
施
策
の
実
行
サ
イ
ク
ル

戦略仮説の策定

施策結果の分析、
仮説検証

マーケティング施策
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注）網掛けはITの影響が大きいステップであることを示している
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げる可能性があるとみている。

2 デジタルマーケティング推進上
 の課題

デジタルマーケティングを推進していく上
での課題として、前ページの図 7 で示したス
テップを実行していくための業務プロセスの
確立とともに、それを担う人材育成、IT基
盤の整備が求められる。デジタルマーケティ
ングにおいては、戦略仮説を構築し、それを
具体的な施策に落として実行していく人材と
ともに、その施策の結果を検証し、次の
PDCAサイクルにつなげる人材も重要となっ
ている。

ビッグデータ時代となり、マーケティング
に活用できるデータの量（Volume）の増大
だけではなく、データの種類（Variety）、発
生頻度・更新頻度（Velocity）といった質的
な要素も変化することで、適用できるデータ
の範囲は拡大している。そのデータを分析す
る際に関連する情報技術も進歩する中で、拡
大するデータの量・質に対応できる分析ツー
ルや基盤の整備が求められている。またデー
タ分析にかかわる人材の個々のスキルと、分
業体制で取り組む組織力が重要となってく
る。

また、もうひとつの課題は、それらのデー
タを活用して行う効果検証の方法論の問題で
ある。たとえば、デジタルマーケティングが
広がることで、マーケティングROIの指標を
取得しやすくなったが、各種メディアを横並
びに比較するなどの観点から、同様のKPI設
定がテレビCMなどのペイドメディアにおい
ても求められるようになり、それに対応した
方法論が開発されるなど、マーケティング施

の有無や、閲覧頻度、閲覧時間、コンテンツ
ごとの反応などを常に確認するのが一般的
で、それらの指標をマーケティング活動の
KPIとすることができる。

次に、設定されたKPIに基づき、マーケテ
ィングPDCAを運用していくことが求められ
る。デジタルマーケティングのPDCAサイク
ルは、いったんは戦略仮説に基づいて設定さ
れたKPIを軸に日々の施策の実行・検証を繰
り返していくが、競争環境や市場の反応の変
化などで検証結果が大きく変わってくると、
新たに戦略仮説、KPIを見直して、次ステッ
プのPDCAサイクルを回していくことになる。

このサイクルを回していくにあたり、以下
の点がポイントとなる。

（1）	 アジャイル化

市場の変化に対応するためには、高い発生
頻度・更新頻度で収集されるデータを迅速に
分析して、高速でPDCAサイクルを回す、い
わばPDCAサイクルのアジャイル化（機敏・
迅速化）が重要である。

（2）	「見える化」とPDCAサイクルの運用

	 に対する企業の積極的な姿勢

ビッグデータがある種のブームとなり、産
業界に浸透することで、データ活用に対する
日本企業のニーズは高まっている。このこと
は、データを分析してKPIを設定することで
いわゆる「見える化」を図ることや、PDCA
サイクルの運用に前向きに取り組む企業の姿
勢の変化につながっている。このような企業
側の変化については、筆者らは日頃、企業側
から受ける相談や議論を通じて実感している
ところであり、今後、多くの企業は変革を遂
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を定量化してマーケティング施策に活用して
いる先進的な取り組みを紹介している。

以上の 4 つの論考により、デジタルマーケ
ティングの現状と課題を整理した上で、マス
広告、ウェブマーケティング、コンタクトセ
ンターといった各種マーケティング施策およ
びその分析、効果測定などにおける具体的な
方法論と課題を包括的に描くことを試みてい
る。

注

1 https://netshop.impress.co.jp/node/842（実店舗
とECの垣根をなくす! 良品計画が取り組むオム
ニチャネル時代のデジタルマーケティング）な
どを参照

2 「分析が生んだ発見50」『日経情報ストラテジ
ー』2014年12月号、日経BP社を参照

著 者

日戸浩之（にっとひろゆき）
消費サービス・ヘルスケアコンサルティング部グ
ループマネージャー、上席コンサルタント
専門はマーケティング戦略、サービス業の事業戦略
の立案、生活者の意識・行動分析など

中村博之（なかむらひろゆき）
基盤ソリューション企画部兼ビッグデータイノベー
ション推進部上級研究員
専門は次世代メディア、ビジネスアナリティクス、
マーケティングサイエンスなど

策の効果検証でも改善、発展が続いている。
本特集は、その効果検証の方法論に焦点を当
てた形で構成している。

本特集の第一論考である本稿は、デジタル
マーケティングをめぐる最近の動向と課題、
企業のマーケティング戦略に与える影響を整
理した総論に位置付けられる。続く第二論考
の塩崎潤一「広告を科学する─シングルソ
ースデータによる科学的な広告の分析」は、
野村総合研究所（NRI）がインサイトシグナ
ル事業の中でオリジナルのシングルソースデ
ータを収集し、マス広告、交通広告からウェ
ブまでを含めた広告の効果を科学的に分析し
て広告の最適化を支援していることを紹介す
る。第三論考の梶原光徳・小川晃生「ウェブ
マーケティングにおける効果測定のあり方」
では、ウェブマーケティングを通じてデータ
を収集・活用している企業事例の紹介や、オ
リジナルデータ（NRIインサイトシグナル）
の分析に基づいたあるべき姿を提示する。第
四論考の笠井洸「マーケティング支援機能の
強化が求められるコンタクトセンター」は、
従来のマニュアルに沿った画一的な電話応対
業務やソーシャルメディア分析業務の中で、
宝の山ともいうべき顧客の声の多くを見過ご
してきたコンタクトセンターが顧客の生の
声、定性情報を高度なレベルで把握し、それ
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特集

要　約

1 近年、マスメディア接触の状況は大きく変化している。かつてはテレビCMが広告の中
心に位置づけられていたが、現在では、ツイッターやフェイスブックなどのSNSの急速
な拡大を背景に、インターネット広告の重要性が高まっている。企業には単一メディア
の広告からクロスメディアの広告へのシフトが求められる。

2 かつては広告にどれだけの投資をできるかが重要な論点であり、企業の広告担当者は経
験と勘を頼りにテレビCMの出稿量を判断してきた。しかし、クロスメディアの時代に
は、複雑化するコミュニケーションの効果を科学的に測定する必要があり、シングルソ
ースデータ調査という手法が注目を集めている。

3 シングルソースデータ調査とは、消費者のメディア接点や商品の購入実態・意向など、
全ての行動を同一の調査対象者で把握する方法である。これにより単純なクロス集計分
析だけでメディアの効果を把握できる。

4 シングルソースデータ調査を行うことで、従来の調査では曖昧だった広告の効果を科学
的に把握することができ、広告のメッセージと購入意向の関係も分析できる。つまり、
「量」「質」の両面で最適化することが期待される。

5 今後はシングルソースデータを用いて、広告の効果を科学的に把握し、失敗に学ぶ企業
だけが生き残ると考えられる。経験や勘に基づいた「やりっぱなし」広告から、科学的
な効果測定を通じて「PDCAサイクル」を回すことが求められている。

Ⅰ　 5年間で大きく変化したメディア接触
Ⅱ　「広告の科学」を実現するシングルソース
Ⅲ　シングルソースデータによるメディアの最適化
Ⅳ　刺さるメッセージ、刺さらないメッセージ
Ⅴ　新しい消費者インサイトの発見
Ⅵ　失敗に学ぶ広告の最適化

C O N T E N T S

広告を科学する
シングルソースデータによる科学的な広告の分析

デジタルマーケティングの新展開

塩崎潤一
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Ⅰ	 5年間で大きく変化した
	 メディア接触

野村総合研究所（NRI）の調査結果をもと
に、テレビの視聴割合を時間帯別に見ると図 1
のようになっている。昼間の視聴状況には大
きな変化はないが、朝 7 〜 9 時や夜23時とい
った時間帯では視聴が減少している。また、
土曜日、日曜日におけるテレビの視聴割合も
減少している。

朝、会社や学校に行く前に、家族そろって
朝食をとりながらテレビのニュース番組を見
るというような光景は減少し、テレビを見ず
に家を出ていくことが増えてきていると考え
られる。

新聞や雑誌の発行部数は減少傾向にあり、
広告の接触者は減少し続けている。一方、鉄
道を中心とする交通広告は、鉄道の利用者数
に大きな変化が見られないため、現状でも比
較的接触者の多いメディアのひとつである。
ただし、今後も接触者の規模が拡大すること

は期待できない。
これらの衰退していくメディアに対して、

インターネット広告の接触者は大きく増えて
いる。

実際に、企業の広告宣伝費の推移を見る
と、全体的な費用は減少傾向にある中で、イ
ンターネットによる広告宣伝費は拡大してい
る。費用に占める割合でいえば、インターネ
ットは新聞広告や交通広告を超え、テレビに
続く第 2 のメディアとなっている。

最近 5 年間の変化を見ても、ツイッターや
フェイスブックなどのSNS（ソーシャル・ネ
ットワーキング・サービス）が急速に進化
し、接点を持つ人が増加している。スマート
フォンの普及は、この傾向に拍車をかけてい
る。

NRIの調査結果では、フェイスブックを日
常的に利用していた人は、2011年 5 月の調査
時点では4.9％であったのに対し、13年11月
の時点では17.9％まで高まっている。

このように、生活者のメディア接点は、テ

図1　テレビの時間帯別視聴率
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CMのみを出稿する時代であれば、この効果
測定でも十分な判断材料となる。テレビCM
の出稿量と、そのときの売り上げなどの相関
を見ることで、「実際にテレビCMが売り上
げにどのくらい貢献したのか」を測定するこ
とができる。

しかし、クロスメディアの時代になると、
複数のメディアの効果を同時に測定しなけれ
ばならない。しかも、各メディアの性格もあ
り、直接的に購入につながるメディアもあれ
ば、購入意向や認知を高めるメディアもあ
る。したがって、どの段階に、どの程度の効
果があったのかを具体的に測定することが求
められる。

クロスメディアの効果も含めて、各メディ
アの効果を客観的に測定するための手法とし
て、「シングルソースデータ調査」という調
査手法が注目されている。同一の調査対象者
に対して、さまざまな角度から調査を行う方
法である。

NRIで実施しているシングルソースデータ
調査注1の全体像は図 2 の通りである。

同一の調査対象者に対して、まずはマスメ
ディアとの接触状況を調査する。具体的には
どのようなテレビ番組を見たか、どのような
雑誌・新聞を読んでいるか、どのようなウェ
ブサイトにアクセスしているかなどを把握す
る。

個々のメディアとの接触状況については既
存の調査結果があるが、これを同一の調査対
象者で把握している事例は少ない。これらの
データを取ることで、テレビと雑誌の接触が
重なっている人はどのくらいいるのか、テレ
ビCMを見て同じブランドのウェブサイトに
アクセスした人がどのくらいいるのかなどを

レビ中心から、インターネット中心へと変化
してきている。言い換えると、企業が生活者
とコミュニケーションを図る手段は、「テレ
ビCM」から「インターネット広告」へ変わ
ってきたといえる。

従来は、新しく商品を発表した場合に、テ
レビCMさえ利用していれば、ほとんどの人
に接触できていたが、今後は、テレビCMで
は接触できない人も多くなってくるであろ
う。企業としては、テレビCMをはじめとす
る単一メディアの広告から、インターネット
などを活用したクロスメディアの広告へシフ
トすることが求められる。

Ⅱ	「広告の科学」を実現する
	 シングルソース

テレビなどの単一のメディアだけで広告が
成り立っていた時代は出稿量だけが問題であ
った。お金を掛ければ掛けるほど多くの人に
接触することができたため、広告にどれだけ
投資できるかが重要な論点であった。企業の
広告担当者は、経験や勘を頼りに、テレビ
CMの出稿量を決めてきた。

しかし、クロスメディアの時代になると、
従来の経験や勘だけでは簡単に解けないほ
ど、メディアが複雑化してきた。そのため、
広告に対する科学的なアプローチが重視され
るようになった。つまり、広告の効果を、客
観的・科学的に計測することへのニーズが急
速に高まったということだ。

広告の効果は、従来は出稿量（出稿したテ
レビ番組の視聴率の合計など）やリーチ（消
費者が広告に接触している割合）、広告の好
感度などで測られることが多かった。テレビ
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を受けたと“誤って回答する”割合が高く、
メディア別に正しい効果測定ができていると
はいいにくい。各商品の非購入者の状況が分
からないため、本当に購入に影響を与えたの
かどうかも分からない。

シングルソースデータ調査の場合、次ペー
ジの図 3 の考え方で広告の効果測定を行う。

テレビCMの接触効果を見るために、テレ
ビCMへの出稿前と、出稿後の変化（差分）
に着目する。効果を測る基準は、製品特性に
よりさまざまに設定することができるが、購
入意向などを用いることが一般的である。図
3 では、テレビCM接触者（効果測定対象
群）は、購入意向が3.5ポイント増加してい
ることが分かる。

もっとも、この増加分は全てがテレビCM
の効果ではない可能性がある。テレビCM以
外の影響が含まれるかもしれないし、季節変
動などの影響もあるだろう。これらの影響を

簡単に把握できる。
さらに、同一の調査対象者に対して、広告

宣伝を実施した効果についても調査を行う。
まずは、直接的な効果測定の指標として、ク
リエイティブ（広告素材）の認知率などを把
握する。さらに、各商品の認知率、購入意
向、トライアル率なども調査している。

同一の調査対象者にメディア接触状況と各
商品の購入実態・意向を調査することで、単
純なクロス集計分析だけでメディアの効果を
把握できる。テレビCMに接触した人の購入
意向、ウェブサイトにアクセスした人のトラ
イアル率などを各メディアとの非接触者と比
較することで、効果を把握することができ
る。

また、既存の調査方法の中には、商品購買
者に対して追跡調査を実施することで、広告
の効果測定をするものもある。この調査の場
合、テレビなど出稿量が多いメディアの影響

図2　シングルソースデータ調査の概要
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う。
テレビCM の最適な出稿量は、企業の広告

担当者にとって永遠の課題である。出稿量が
多いほどリーチ（接触者）は増えるが、最適
な出稿量（出稿金額）はどのくらいなのであ
ろうか。

シングルソースデータを用いることで、テレビ
CMの出稿量（GRP：Gross Rating Point）注2

と、テレビCMのリーチの関係を整理したも
のが図 4 である。

まずはリーチの定義を決める必要がある。
NRIでは、テレビCMの接触回数は少なくと
も10回以上触れることを基準としている。こ
れは、接触回数当たりのテレビCMの認知率
を測定した結果から基準を定めた。10回程度
の接触で認知率が頭打ちとなる傾向があるた
め、10回は接触させることが望ましいという
考え方に基づいている。

テレビCMの出稿量と、テレビCMに10回
以上触れた人（リーチ）の割合を見ると、右
肩上がりの関係にある。出稿量が多いほど、
リーチはどんどん高まるということである。
ただし、単位金額あたりのリーチを見ると、

差し引いて考える必要がある。
シングルソースデータ調査の場合、テレビ

CM非接触者（コントロール群）についても
同様に、購入意向の高まりなどを調査する。
図 3 の場合は0.4ポイントとなっている。こ
れは、テレビCMに接触しなくても、購入意
向が0.4ポイント高まったことを表している。

最終的なテレビCMの効果については、テ
レビCMに接触することで高まった購入意向

（差分）から、テレビCMに接触しなくても
高まった購入意向（差分）を引いた値で評価
する。これは「差分の差分」と呼ばれる考え
方である。

この計算をすることで、テレビCMの本当
の効果を科学的に計算できる。極めてシンプ
ルな考え方であるが、この計算を可能にする
のがシングルソースデータ調査である。

Ⅲ	シングルソースデータによる
	 メディアの最適化

シングルソースデータを使って、広告を科
学的に分析した事例について紹介していこ

図3　広告効果測定の考え方
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ただし、実際には効率が悪くなっても、より
多くのリーチを確保することが必要な場合も
ある。効率を最大化する1500％という出稿量
と、実際にどのくらいまでリーチを獲得した
いのかという目標をもとにテレビCMの出稿

世帯GRPが1300％〜1500％程度のところが最
も効率が高くなっている。

シングルソースデータを用いることで、テ
レビCMの出稿量は世帯GRPで1500％程度あ
れば十分であることが科学的に把握された。

図4　テレビＣＭの効率
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図5　クロスメディアの最適化のシミュレーション例
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い。そのため、テレビCMに100％の投下を
するのではなく、雑誌広告やバナー広告など
を少しでも使うことで、効果が跳ね上がるこ
とが期待できる。化粧品の広告を最適化する
ためには、雑誌広告やバナー広告が必須であ
ることが分かる。

また、最適化されたメディアの組み合わせ
を見ると、雑誌広告の比率は27％と高い。化
粧品の場合は、テレビCMでブランド名を伝
えるだけでは購入意向を増加させにくく、雑
誌などで効能・効果をしっかりと伝えること
も重要と考えられる。

このようにシングルソースデータを用いて
広告の効果を科学的に把握すると、メディア
の最適配分まで考えることができる。広告の
出稿は、経験や勘に頼って考える時代ではな
く、科学的に考える時代になっている。

Ⅳ	刺さるメッセージ、
	 刺さらないメッセージ

最近では、「出稿量」のように定量的に測
りやすい項目だけを科学的に捉えるのではな
く、「広告の質」などの定性的な要素につい
ても、科学的なアプローチが導入されてきて
いる。

広告の質を評価する科学的なアプローチの
代表例は、ニューロマーケティングと呼ばれ
る、脳波を測定して効果を測定する方法であ
る。ただし、この方法は、実際の市場環境と
は異なる状況下での実験であり、市場におけ
る実際の効果を表しているとはいいにくい。

ここでも、シングルソースデータを使うこ
とで、広告の質を評価することが可能であ
る。「差分の差分」という考え方は、広告の

を検討するのが望ましいといえよう。
シングルソースデータの強みは、このよう

なメディア単体の出稿の最適化にとどまら
ず、クロスメディアでの最適化もできるとこ
ろにある。前ページの図 5 は、テレビCM、
雑誌広告、バナー広告の出稿量を組み合わせ
パターン別にシミュレーションした事例であ
る。

ここでは、総広告予算を 2 億円とした場合
に、テレビCMと雑誌広告とバナー広告に、
どのような比率で出稿することが最適なのか
を分析している。シングルソースデータの

「差分の差分」という考え方をもとに、テレ
ビCMの効果、雑誌広告の効果など、各メデ
ィアの効果を測定する。同時に、テレビCM
と雑誌広告が重なった場合のクロスメディア
の効果についても測定する。このようにメデ
ィア別の効果を正しく測定することで、最適
配分のシミュレーションが可能となる。

シミュレーションの結果を見ると、テレビ
CMに予算 2 億円を全て投下した場合は、購
入意向を増加させた効果が最も小さくなって
いる。一方で、雑誌やバナー広告に少し費用
を回すだけで効果が跳ね上がることが分か
る。また、テレビCM：雑誌広告：バナー広
告＝60：27：13が最適な組み合わせであるこ
とも分かる。

ここでの成果は、最適な費用配分をシミュ
レーションできたことだけではない。この分
析事例から、いくつかの興味深い考察も可能
である。

今回の結果は女性向けの化粧品を対象にシ
ミュレーションしたものである。20代の女性
は、テレビを見ている時間が極端に減少して
おり、テレビCMではリーチできない層も多
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知することでプラス6.1ポイントの効果があ
ったといえる。

同様の分析を、男女別、メッセージ別に分
析したものが右側のグラフである。

この広告で使用したキャッチコピーは男女
ともに効果があるが、「○○な味」という味
についての訴求は女性に効果があるが、男性
には効果がないことが分かる。一方、男性の
場合「○○製法」などのメッセージの効果が
大きい。

以上を総合すると、男性の場合は食品ブラ
ンドAの良さを伝える際に、製法などの「理
屈」を訴求することが効果的であり、女性の
場合は味や食感などの「効能（ベネフィッ
ト）」を伝えることが効果的である。

ほかの商材で同様の分析をした結果を見る
と、都市部では「パッケージの利便性」など
を訴求することで効果があり、地方部では

「味や調理方法」を訴求することで効果があ
るなどの事例もある。都市部の場合は、商品

どのようなメッセージに効果があったのかを
測るときにも応用できるからだ。

広告の質の評価は、そのメッセージが良か
ったか、悪かったかだけを評価しても意味が
ない。どのような点が良かったのかが分から
ないと、次回以降のメッセージの作成に反映
することができない。

シングルソースデータにより、各メッセー
ジ別の認知率を調査することで、メッセージ
と購入意向の関係を分析できる。図 6 は、メ
ッセージ別の購入意向を分析した事例であ
る。

この事例では、食品ブランドAが、広告の
中で訴求していたさまざまなメッセージを評
価している。左側のグラフでは、「○○製
法」という食品の作り方を認知した男性の購
入意向が大きく伸びており、認知していない
人の伸び幅は小さいことを表している。メデ
ィアの効果と同様に、「差分の差分」で分析
すると、「○○製法」というメッセージを認

図6　食品ブランドＡにおけるメッセージ別の評価
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よる効果を分析した際に、アクセス率は高い
ものの、具体的な購入意向の増加につながっ
ていないブランドがあった。このブランドの
ウェブサイトへのアクセス率は、競合品と比
べて非常に高かったにもかかわらず、ウェブ
サイトにアクセスした人の購入意向の増加効
果を見ると、競合商品の方が明らかに効果的
であるということが判明した。

このブランドのウェブサイトは、従来の評
価基準であるアクセス率だけで見れば、競合
品よりも優れていると評価できる。ただし、
シングルソースデータによるアクセスログを
見ると、効果が低いという結果になる。

効果が低い理由として、ウェブサイトのア
クセスの仕方に大きな違いがあった。競合品
のウェブサイトはアクセスした人が閲覧する
ページ数が多く、そのウェブサイトの中でさ
まざまな情報を入手していることが分かっ
た。アクセス者当たりの閲覧ページ数を見る
と、自社品は平均3.1ページであったのに対
し、競合品は5.6ページの閲覧があった。

ウェブサイトの構造を見ても、競合品の場
合は多くのコンテンツを用意しており、一度
アクセスした人が、さまざまなページを楽し
める仕掛けになっていた。

この分析結果をもとに、効果的なウェブサ
イトをつくるためには、アクセス率だけを重
視しても意味がなく、いかに多くのページを
見てもらえるかがポイントであると分かっ
た。この会社の場合は直ちにウェブサイトを
見直し、閲覧者の滞留が起こるようにコンテ
ンツを拡充した。このように、シングルソー
スデータ調査は、広告の良しあしについて具
体的な原因まで特定できるため、次の戦略に
つなげることができる。

の保管や収納のための空間的な制約があるこ
とが理由と考えられる。シングルソースデー
タを使うことで、性別や年代別、エリア別に
刺さるメッセージ、刺さらないメッセージの
違いも分析できる。

従来の調査では「買いたくなった理由は何
ですか」という直接的な質問をすることが多
い。この調査方法では、そのときの広告がメ
ーンで訴求していたメッセージが選ばれてし
まうことが多い。それに対して、シングルソ
ースデータでは、同じ調査対象者に、その商
品を「買いたいかどうか」「各メッセージを
知っているかどうか」を別々に調査すること
で、クロス分析を用いて効果を明確にする。
別々に調査することで、回答者にバイアスを
かけることもない。また、「差分の差分」と
いう分析をすることで、購入意向を高めた要
因を、メッセージ別に分析できる。

Ⅴ	新しい消費者インサイトの発見

広告の「量」と「質」の点で、シングルソ
ースデータの有用性を説明してきたが、ここ
では、具体的な戦略につながった事例を紹介
しよう。

NRIが実施しているシングルソースデータ
の調査では、対象者のアクセスログデータも
把握している。すなわち、いつ、どのウェブ
サイトを見ていたのかを全て把握することが
できる。さらに、閲覧していたサイトだけで
はなく、そのときに表示されていたバナー広
告や動画広告も掴めるため、インターネット
広告の効果についても正確に把握することが
できる。

たとえば、日用雑貨品のサイトアクセスに
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経験や勘に基づいた「やりっぱなし」広告
から、計画を立て（Plan）、実行し（Do）、
そ れ を 科 学 的 な 側 面 か ら 効 果 測 定 し

（Check）、さらに効果を上げるための策を講
じる（Action）広告の「PDCAサイクル」を
回すことが求められる。消費者とのコミュニ
ケーション手段が多様化する中で、より効果
的なマーケティングを行うためには、広告の
PDCAサイクルを通じて、失敗から学ぶこと
が重要となる。

注

1 NRIにおけるシングルソースデータ調査では、
同一の調査対象者に対して、メディアの接触状
況、商品・サービスの認知や購入意向などを調
査。 2 カ月単位で、関東 1 都 6 県を対象に3000
人規模の調査を年間10回実施。2008年より調査
を開始し、現在140社以上の企業が利用

2 テレビ視聴率の総和。世帯GRPは世帯単位の視
聴率の総和

著 者

塩崎潤一（しおざきじゅんいち）
消費サービス・ヘルスケアコンサルティング部
インサイトシグナルグループ、グループマネージャー
専門はマーケティング戦略、広告宣伝、マーケティ
ングモデル、生活者意識など。現在はシングルソー
スデータを用いた広告宣伝の効果測定や、それに基
づくマーケティング戦略の立案を担当。

Ⅵ	失敗に学ぶ広告の最適化

NRIが実施しているシングルソースデータ
調査の結果は、広告代理店からは煙たがられ
ることが多い。自分たちが実施した広告につ
いて、第三者から評価されることに対する嫌
悪感があるためである。確かに、シングルソ
ースデータによれば「今回の広告は効果がな
かった」という調査結果が判明することもあ
る。ただし、これは必ずしも広告代理店にと
ってマイナスばかりではない。

広告主の多くは、広告が良いか悪いかだけ
を知りたいわけではない。何が良かったの
か、何が悪かったのかまでを知りたがってい
る。調査結果が悪かったからといって、広告
代理店をすぐに替えるような広告主はいな
い。調査結果を踏まえ、悪い場合には反省
し、次回により良い広告になることを望んで
いる。失敗する広告代理店を嫌っているわけ
ではなく、失敗から学ばない広告代理店を嫌
っているのである。

シングルソースデータ調査では、マーケテ
ィング戦略単位で効果を測定することができ
る。また、複数の戦略が重なった「クロスメ
ディア」の効果も把握できる。今後は、シン
グルソースデータによる新しいマネジメント
指標を設定し、マーケティング戦略の最適化
を図る必要がある。
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要　約

特集

1 ウェブマーケティングは、トリプルメディアのそれぞれで実施されている。本稿では、
3つのメディアごとに、また、ウェブマーケティングを含めたマルチメディア、オムニ
チャネルでマーケティングを行う場合の効果測定の現状と課題、今後のあり方を論じる。

2 ペイドメディアであるウェブ広告においては、インプレッション数やクリック数、クリ
ック率に加え、接触人数や広告接触回数の管理を行うべきである。また、現在増えつつ
あるブランド認知や態度変容を目的としたウェブ広告の評価を行う場合は、インプレッ
ション数やクリック率だけではなく、認知や態度変容の状況を把握すべきである。

3 ウェブマーケティングにおいては、集客とともに、オウンドメディアであるブランドサ
イトなどのコンテンツのPDCAサイクルの運用が重要である。「Check」にあたるコンテ
ンツの評価測定に関しては、アクセスログなど多くのデータの収集が可能であり、分析
ツールも開発されている。このため、ネット関連企業を中心に「Action」や次の
「Plan」にあたるコンテンツの改善、最適化に取り組む企業が増えてきている。

4 アーンドメディアであるソーシャルメディアの効果把握においては、ファン数などを把
握する企業が多い。しかし、ソーシャルメディアの活用目的に鑑みて、認知や購買意
向、購買行動に対する効果も捉えるべきである。

5 複数のウェブマーケティング施策を行う場合、また、他メディアの施策も同時に行う場
合、各施策に閉じて広告効果を測定しても、正しい測定とならない可能性がある。正し
く評価するためには、マーケティング施策起点ではなく、生活者視点でのデータ収集と
分析が望ましい。この要件を満たすシングルソースデータ調査について、事例を交え
て、その有効性を紹介する。

Ⅰ　進化が求められるウェブ広告の効果測定
Ⅱ　ウェブサイトの効果測定と効果向上手法
Ⅲ　ソーシャルメディアの活用と効果測定
Ⅳ　オムニチャネル時代におけるウェブマーケティングの効果測定

C O N T E N T S

小川晃生梶原光徳

デジタルマーケティングの新展開

ウェブマーケティングにおける
効果測定のあり方
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Ⅰ	進化が求められるウェブ広告
	 の効果測定

ウェブマーケティングではトリプルメディ
ア注1が活用されている。トリプルメディア
とは、媒体費を払い広告を掲載するメディア
であるペイドメディア、ブランドサイトなど
自社で管理、運用するメディアであるオウン
ドメディア、ソーシャルメディアなど、自社
や自社商品の信頼や評判を得るメディアであ
るアーンドメディアの 3 つを指す。本稿では、
それぞれのメディアにおいてマーケティング
を行う際の効果測定の現状と課題、今後のあ
り方を論じる。第Ⅰ章では、まず、ペイドメ
ディアであるウェブ広告について論考する。

1 進化し続けるウェブ広告
1990年代後半に登場したウェブ広告（イン

ターネット広告）は、この20年で、テレビ広
告に次ぐ規模の広告メディアにまで成長を遂
げている。図 1 は、日本における媒体別広告
費の推移である。ウェブ広告の広告費は、
2006年に雑誌の広告費、09年には新聞の広告

費を上回った。そして、他の媒体の広告費が
横ばいや減少する中、ウェブ広告市場は、年
平均7.3％の割合で拡大している。

スマートフォンやタブレット端末の普及、
若年層のテレビ離れといった環境の変化、タ
ーゲティング技術の進化によるウェブ広告の
効率化を背景とし、今後もウェブ広告市場は
拡大していくと考えられる。

ウェブ広告は、市場規模が大きくなっただ
けではなく、ここ10年で大きく進化を遂げて
いる。 1 つは、先に触れたターゲティング技
術の進化である。従来のウェブ広告は、特定
のサイトの広告「枠」に表示する出稿形態で
あったが、ウェブサイトを訪問したユーザー
の情報（インターネット上の行動履歴や推定
も含めた性別、年代などのデモグラフィック
属性）を蓄積する技術や、それらの情報をも
とに、個々の広告表示ごとにリアルタイムで
広告の売買取引がされる技術が開発されたこ
とで、広告主が出稿したい「人」に対し広告
配信をする出稿形態が急速に拡大してきてい
る。いわゆる「枠」から「人」へという流れ
である。

図1　日本における媒体別の広告費
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出所）電通「日本の広告費2013」
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な出稿方法の変化やウェブ広告の目的の変化
に応じて、広告の効果検証も進化させる必要
がある。

2 現在におけるウェブ広告の
 効果測定

図 2 は、広告を通じて購買行動に至るまで
のプロセスと、各プロセスにおける一般的な
広告評価指標を示したものである。なお、
AIDMAなどの消費行動モデルは、図 2 の

「 3 . 認知」以降のプロセスを表すものである
が、広告評価を意識した場合は、その前提と
なる「 2 . 広告接触」や、広告接触状況を推
測するための「 1 . メディア接触」も重要と
なるため、図 2 では 5 ステップで図示してい
る。

ウェブ広告の特徴の 1 つは、マスメディア
広告よりも「 2 . 広告接触」状況のデータを
取得しやすいことである。広告の総表示回数
を示すインプレッション数や広告のクリック
数、クリック率は、これまで一般的に利用さ
れてきた指標である。広告料も広告表示回数
に応じて金額が決まるインプレッション課金
と、クリック数に応じて金額が決まるクリッ
ク課金が多くを占めていることも、インプレ
ッション数やクリック数が管理指標として把
握されてきた理由の 1 つである。また、従来
のウェブ広告の目的がユーザーの自社サイト
への送客（トラフィック効果）であり、広告
素材の評価として、いかに効率良く送客につ
なげられたかが重要視されてきたため、その
評価を行うために、クリック率が管理指標と
して活用されてきた。

最近では、第三者配信サービスなどを活用
することで、どのくらいの人に広告を表示で

もう 1 つの進化は、ウェブ広告のリッチ化
である。アニメーション広告や、最近注目の
集まっているオンラインビデオ広告などがこ
れにあたる。このようなリッチメディア広告
の台頭により、ウェブ広告の位置付けが変化
している。

ウェブ広告が広まってきたころから、ウェ
ブ広告の効果は 2 つあるといわれている。 1
つは自社メディアなどに人を送客する効果で
あり、トラフィック効果などと呼ばれるもの
である。自社ウェブサイトなどの他メディア
にシームレスにユーザーを送客できるという
点で、トラフィック効果はウェブ広告特有の
効果である。もう 1 つは、広告を見せること
で、広告認知やブランド認知、もしくはブラ
ンドイメージの醸成や購入意向の喚起といっ
た態度変容を促す効果であり、インプレッシ
ョン効果と呼ばれるものである。この効果
は、従来のマスメディア広告が目的としてい
るものと同じである。

従来のウェブ広告は前者の効果を重要視し
てきたが、リッチメディア広告は、後者の効
果も意図して出稿されている。この理由は、
ウェブ広告の情報量の変化にある。そもそも
態度変容を促進するには、広告で伝える情報
量を多くする必要があるが、従来のウェブ広
告は記載できる情報量が少ないため、あくま
で送客を促すためのクリエイティブ（広告素
材）とし、遷移先のウェブサイトで態度変容
を促進する、という棲み分けをしていた。一
方、リッチメディア広告は、伝えられる情報
量が多いため、クリックを促して送客するだ
けではなく、クリックをしないユーザーに対
しても、認知や態度変容を促すクリエイティ
ブを制作することが可能となった。このよう
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を把握できるようになった。第三者配信サー
ビスとは、図 3 で示したように、媒体社の保
有するサーバーから広告を配信する従来の方

きたのか、また、それぞれの人に何回ずつ広
告を表示できたのかという広告接触人数（リ
ーチ）と広告接触回数（フリークエンシー）

図2　広告を通じた購買行動プロセスと各プロセスに対応した広告評価方法
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ている。
このグラフを見ると、広告接触回数が 8 回

あたりで広告認知率の上昇が止まっているこ
とが分かる。つまり、広告接触回数を増やし
ただけ認知に効果があるわけではないという
ことである。また、読者も経験があるかもし
れないが、同じ広告が何度も表示されると、
しつこいという印象を持ち、マイナスの効果
をもたらす可能性さえある。

このため、ユーザーごとに広告接触回数を
管理することは、効率を高める上で重要であ
る。しかし、十分に対策を取れている企業は
多くはない。

この例を 1 つ示そう。図 5 は、大規模な出
稿があった、ある耐久財のウェブ広告におけ
る個人別の広告接触回数の分布である。この
グラフを見ると、先の例で示した認知率の上
昇が鈍化する 8 回以内に収まっている割合が
高いものの、20回以上接触しているユーザー
が、数％存在している。一人ひとりの広告接
触回数を確認したところ、対象の広告に50回
以上接触しているユーザーも存在していた。

現在の広告の課題は広告接触回数の管理だ
けではない。本章 1 節で触れたように、前ペ
ージ図 3 の「 3 . 認知」以降の促進を目的と
したアニメーション広告やオンラインビデオ
広告などが増えているものの、これらの広告
の効果測定は、従来の管理指標や、オンライ
ンビデオ広告の完全視聴率（動画広告が最後
まで再生された割合）といった程度にとどま
っていることも課題である。

EC（電子商取引）やウェブサービスの広
告であれば、広告接触者による商品の認知に
とどまらず購買やサービスの利用といった行
動実績までのデータを収集できる。そのた

法ではなく、外部（第三者）のサーバーから
広告を配信するサービスである。これによ
り、広告主側で、最適な広告素材をリアルタ
イムで一括入稿することが可能になる。ま
た、複数サイトに広告を出稿した場合でも、
個々のサイトごとではなく、出稿全体の広告
接触人数や広告接触回数を把握することがで
きるのである。

3 現在の効果測定における課題
ウェブ広告もほかのメディア同様に広告接

触回数が高まるにつれ、効果の増分が少なく
なる傾向がある。

図 4 は、野村総合研究所（NRI）のインサ
イトシグナル調査注2にて把握した、ウェブ広
告（バナー広告）の接触回数と広告認知率の
関係性を分析したグラフである。58素材のバ
ナー広告の事例をもとに算出している。広告
認知は、ウェブアンケート調査にて広告画像
を表示し調査を行っている。また、広告接触
回数は、アンケート参加者の自宅にあるパソ
コンのアクセスログを収集することで計測し

図4　ウェブ広告（バナー広告）接触回数と広告認知率の関係

0.0

10.0

20.0

30.0
％

1回 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

広
告
認
知
率

広告接触回数

注）2012年～ 2014年に出稿があった58事例の平均から算出している
出所）野村総合研究所インサイトシグナル調査



33ウェブマーケティングにおける効果測定のあり方

レッション数やクリック数、クリック率に加
え、先に示した図 3 の「 2 . 広告接触」に対
する評価として、広告接触人数や広告接触回
数を活用することが望ましい。この指標によ
り、出稿量は適量であったか、ターゲティン
グなどの出稿方法は適切であったかをより多
角的に評価できるようになる。

これらの指標を把握する方法としては、先
に述べたように第三者配信などの活用が望ま
しい。もちろん、効果把握のためだけではな
いが、ウェブ広告において先進国であるアメ
リカでは、多くの企業が第三者配信を活用し
ている。

また、出稿時に各ユーザーに広告を表示さ
せる回数の上限を設定できるフリークエンシ
ーコントロールというサービスが利用できる
ようになってきており、このサービスを使う
ことで、より効率的に広告出稿を行うことが
できる。

次に、図 3 における「 3 . 認知」以降を目
的としたウェブ広告を出稿するのであれば、

め、ウェブ広告による行動実績の効果を把握
しようとするネット関連企業は多い。一方、
ウェブにより意向を高め、リアルチャネルや
ほかのECサイトへ送客し購入を促すなど、
オムニチャネルにより購買まで結びつける必
要のある企業は、ウェブ広告が購入やサービ
スの利用につながったか、もしくは、その前
段の認知やブランドに対するイメージ、意向
に対する変化があったかを把握することが求
められる。しかし、それは容易ではなく、取
り組んでいるところは多くない。

4 これからのウェブ広告効果測定
今後も引き続き、ウェブ広告の重要度は増

していくと考えられ、正しい効果の把握と、
それをもとにした施策の改善を行う体制を築
くことがさらに求められてくる。

正しい効果の把握方法は、広告の目的によ
り異なる。従来のウェブ広告の主目的であ
る、「送客」を目的とする施策については、
すでに管理指標として利用されているインプ

図5　ある耐久財のウェブ広告（バナー広告）接触回数分布
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どによる接触者数の評価がある。また、各ペ
ージやコンテンツの内容の評価として、ペー
ジごとの滞在時間や、そのページでウェブサ
イトから離れてしまった割合を表す離脱率、
そのページだけを閲覧し離脱してしまった割
合を表す直帰率、ページのどの部分が閲覧さ
れているかといったデータ、購入や申し込み
など広告主が目標に据えた行動にユーザーが
至った率であるCV（コンバージョン）率な
どが活用されている。

2 現在の効果測定における課題と
 解決策

ウェブサイトは収集可能なデータが多く、
サイト内である行動をさせたいという目的に
対する各コンテンツの効果を把握しやすい。
この行動とは、ECサイトであれば購入であ
ろうし、キャンペーンサイトであればキャン
ペーンへの申し込みであろう。

一方で、ウェブサイトへの接触により、態
度変容を促進したいという目的の場合は状況
が異なる。なぜならば、ウェブサイトのログ
データからは、商品やサービスの購入意向が
あるかを直接把握するのは困難といえるため
である。

先に示した図 3 で説明すると、同じウェブ
サイト上の「 5 . 行動」を目的とする場合は、
アクセスログによりデータを取得可能である
ため、効果を測定しやすいが、「 3 . 認知」や

「 4 . 態度変容」は、ユーザーに聴取しなけれ
ば把握できないため、ウェブサイトのアクセ
スログのみを分析しても評価できないという
ことになる。

このため、認知や態度変容を目的としたウ
ェブサイト、ウェブコンテンツを評価する際

上記の指標に加え、ブランド認知率やブラン
ドイメージ、購入意向といった態度変容、お
よび購買行動に対する効果を把握すべきであ
る。これらの把握には、広告接触者に対する
アンケートの実施が必要となる。正確に効果
を把握するほど調査コストは高くつきやすい
が、正しいPDCAを運用していくためには正
確な効果把握は必要であるため、一定規模以
上のプロモーションであれば調査を実施する
ことが望ましい。

Ⅱ	ウェブサイトの効果測定と
	 効果向上手法

この章では、オウンドメディアである、企
業が保有するウェブサイトにおける効果測定
の課題とあり方について述べる。また、効果
測定の次のステップであり、一部企業で取り
組みが進んでいるウェブサイトの改善、最適
化の方法についても紹介する。

1 現在におけるウェブサイトの
 効果測定

ウェブ広告の送客先の多くは自社ウェブサ
イトである。また、マスメディアにおいて
も、いわゆる「詳しくはウェブで」という形
で、自社ウェブサイトへの送客を行ってい
る。自社ウェブサイトは、自社の商品やサー
ビスに一定の興味・関心のある人たちが閲覧
する媒体であるため、自社サイトのコンテン
ツの良し悪しをしっかりと把握し、改善して
いく活動は重要である。

ウェブサイトの効果把握としては、まず、
従来からよく利用されている、PV（ページ
ビュー）数やUU（ユニークユーザー）数な
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意して公開し、ユーザーの反応が最も良いペ
ージを最終的に残すという手法である。デー
タをリアルタイムで収集できるというウェブ
マーケティングの特性を活かした手法であ
り、ウェブ広告のクリエイティブ選定におい
ても、頻繁に活用されている。

このA/Bテストによって質を高められるこ
とは確かではあるが、結果を見て良い案を選
ぶ方法であるため、なぜ「 5 . 行動」への遷
移率が高いのかという効果が高い要因を特定
することは難しい。現在のところ、効果が高
いウェブコンテンツを用意できるかどうか
は、結局、担当者が何度もPDCAを運用する
ことで蓄積したノウハウに依存するところが
大きい。もちろん、担当者のノウハウを活用
することは重要であるが、この状態ではせっ
かくの膨大なデータを十分に活用できていな
い。

4 データに基づいた
 ウェブコンテンツの改善

このような現状の中、担当者の経験だけで
はなく、データから効果の高いウェブコンテ
ンツの傾向を導き出す取り組みがネット関連
企業を中心に増えてきている。テスト対象ペ
ージのアクセスログ、もしくは過去のアクセ
スログを活用して、効果のあるコンテンツや
その組み合わせ、最適な配置などを導き出す
取り組みである。

このうち、「テスト対象ページのアクセス
ログを活用する手法」は、多変量テストと呼
ばれるものである。具体的には以下のように
行われる。まず、対象ページのゴール（狙う
べき効果）を確認する。ここでのゴールと
は、先ほどから述べている「 5 . 行動」を指

は、効果を把握するためにユーザーに対する
アンケートを実施するべきである。

一部の企業ではさらに一歩進んだ取り組み
として、アンケートにより把握した認知や態
度変容と回答者のウェブサイト上の行動の関
係性を分析し、各ユーザーの商品やサービス
の購入意向を推測する取り組みを行ってい
る。簡単な例でいえば、ウェブサイトの滞在
時間がどの程度であると意向が高い状態かと
いった関係を、明らかにするというものであ
る。

アクセスログとして残っているウェブサイ
ト内のユーザーの行動は、ノイズとなる行動
も多く、この関係性を明らかにすることは容
易ではないが、意向が推測できれば、それぞ
れのユーザーに合ったコンテンツを提示する
など、ウェブサイトをより効率化することが
可能となる。

3 現在のウェブコンテンツの改善
前節で、同じウェブサイト上の「 5 . 行動」

を目的としている場合は、データが取得可能
であるため、効果を測定しやすいと述べた。
このため、「 5 . 行動」を目的とするようなウ
ェブサイトを運営する企業などは、いかにし
て効果を測定するかではなく、いかに効果の
高いコンテンツをつくることができるかとい
う次のステップに関心が向いている。

ウェブサイトや各ウェブコンテンツの効果
測定をすることで、それらの課題を把握でき
るが、具体的な改善案までは教えてくれな
い。このため従来の改善は、担当者の経験に
基づいて行われたり、「A/Bテスト」が活用
されたりしてきた。

A/Bテストとは、複数のウェブページを用
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Ⅲ	ソーシャルメディアの活用と
	 効果測定

この章では、アーンドメディアの 1 つであ
るソーシャルメディアにおける効果測定の課
題とあり方について述べる。

1 増え続けるソーシャルメディア
 を活用したマーケティング施策

2010年代以降、従来のウェブ広告に加え、
フェイスブックやツイッターなどのソーシャ
ルメディアがウェブマーケティングに活用さ
れている。図 6 は各業界における主要企業の
ソーシャルメディアアカウントのファン数を
まとめたものであり、あらゆる業界でソーシ
ャルメディアが活用されていることが分か
る。

活用の方法や工夫の仕方は、企業それぞれ
である。たとえばローソンはフェイスブッ
ク、ツイッター、ライン、ニコニコ動画など
20を超えるソーシャルメディアを活用してお
り、「ローソンクルー あきこちゃん」と呼ば
れるキャラクターを通じて、キャンペーンや
クーポンなどの情報を発信している。

またサントリーは 1 つの企業アカウントを
持つだけでなく、ブランドごとにフェイスブ
ックページを設けており、それぞれのページ
で商品の飲み方の提案、アンケートの実施、
飲食店の紹介を行うなど、各ブランドのイメ
ージやターゲットに合ったコンテンツ配信に
取り組んでいる。

ソーシャルメディアの数が増え、さらに、
それぞれのソーシャルメディアにおけるマー
ケティング施策も多様化しているため、担当
者はそれぞれの施策を把握するのに苦労して

す。次に、テスト対象のウェブページに掲載
するコンテンツや画像などの、ウェブページ
を構成する要素の候補を複数用意する。そし
て、その要素の候補を組み合わせた何通り、
何十通りものページを用意して掲載し、その
結果を統計解析することで、それぞれの要素
のゴールへの貢献度や、その要素の中の最適
解、相性の良い組み合わせなどを明らかにす
る。

A/Bテストとの違いは、同時に複数の要素
を扱えることと、それぞれの要素のゴールに
対する貢献度を把握できることである。ま
た、多変量テストのメリットは、テスト期間
だけではなく、将来的にも結果を活用してい
けるということである。つまり、導き出した
各要素の貢献度や、その要素の中での最適
解、相性の良い組み合わせは、消費者の嗜好
や価値観などが変わらなければ、将来的にも
効果がある可能性が高いため、次期のコンテ
ンツ検討の際にも活用できるということであ
る。

もう 1 つの手法である、「過去のアクセス
ログを活用する手法」は、テストを実施する
のではなく過去に掲載していたウェブページ
の要素を分解し、そのときのアクセスログと
ともに統計解析をすることで、多変量テスト
と同じような結果を得るというものである。

どちらの手法とも、ある程度のアクセス数
が必要であること、また、ゴールがアクセス
ログで把握できることが前提条件となるた
め、活用するべき企業は限定されるものの、
経験ではなく、データによるノウハウ蓄積が
行えるこのような手法は活用していくべきで
ある。
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は、施策の効果を定量的に計る評価指標を設
定することが不可欠であり、ソーシャルメデ
ィアの活用も例外ではない。

ではどのようなものが評価指標になり得る
のであろうか。フェイスブックの「いい
ね！」の数やツイッターのフォロワー数、ラ
インの友達の数といった、企業あるいはブラ
ンドのファンの数が真っ先に挙がる候補であ
ろう。またフェイスブックの「話題にしてい
る人注3」の数、ツイッターのリツイート数
などの、話題性を示す値もソーシャルメディ
アを活用したマーケティングの評価指標の候

いるのではないだろうか。また、流行してい
る施策を実施してみたものの、思い通りの効
果があったのか実感できていない、またはそ
もそも効果を把握できていない状況になって
はいないだろうか。

本章では、ソーシャルメディアにおけるマ
ーケティング施策が多様化する中で、それら
を活用する際のポイントについて述べる。

2 ソーシャルメディア活用の
 ポイント

マーケティング施策を成功に結び付けるに

図6　主要企業のソーシャルメディアアカウントのファン数（2014年11月現在）

業界 企業・ブランド名 フェイスブック
「いいね！」数

ツイッター
フォロワー数 ライン友達数

自動車
トヨタ自動車
ホンダ
日産自動車

193
176

11,050

40
57
61

13,600注2

─
─

家電
ソニー
パナソニック
東芝

312
198

8

29
9
4注4

─
5,082注3

─

食品・飲料

JT
キリンビール
キリンビバレッジ
アサヒビール
明治
サントリー

1
631
201
430

6
83

5
368
149
36
─
15

─
─

9,269
─
─

1,521

消費財 花王
資生堂

35
315

5注5

3
─

16,750注6

移動体通信
NTTドコモ
ソフトバンク
au

357
1,302
1,071

207
231
187

10,329
18,355
15,551

小売

イオン
セブン─イレブン
ローソン
ファミリーマート
ファーストリテイリング

300
585
545
337

1,001

─
1,186

616
279
265

2,786
─

13,056
8,475
3,001

金融
三菱東京UFJ銀行
三井住友銀行
みずほ銀行

7
8

10

─
─
─

─
424
─

EC
楽天
アマゾン

4,121
1,211

830
253

23,369
9,878

注1）単位は千人
注2）TOYOTOWN　注3）クラブパナソニック　注4）スマートコミュニティ　注5）ヘルシア　注6）ワタシプラスの値
出所）野村総合研究所作成
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ドをしたグループの方が、認知率、利用意向
率が高いことが分かる。これは、スタンプを
ダウンロードしたグループの中に、そもそも
名称認知や利用意向がある人が多いというこ
とを示している。これは、スタンプの効果で
はなく、 2 つのグループの属性の違いを示し
ているにすぎない。

スタンプの効果は、ダウンロードしたグル
ープの名称認知率や利用意向率の事前と事後
の変化幅と、ダウンロードしていない人の変
化幅との差で把握することができる。これ
は、ダウンロードしたグループで変化がある
が、ダウンロードをしない人でも変化がある
場合があるため（これは、季節変動やほかの
施策の効果などによる影響である）、この変
化幅を差し引くことで、スタンプのみの効果
を算出するという考えに基づく計算である。

図 7 を見ると、ダウンロードをしたグルー
プの変化幅は、ダウンロードしていない人の
変化幅よりも大きくなっており、この企業の
スタンプをダウンロードしたり、利用したり
することで、名称認知や利用意向を向上させ
ることができていると分かる。

このように、ソーシャルメディア利用実態
と態度変容を組み合わせたデータを収集・分
析することで、施策の効果を定量的に把握
し、PDCAサイクルを運用していく企業が現
れてきている。

また、効果を定期的にモニタリングするこ
とで、個々の施策の評価だけではなく、傾向
も把握することができる。たとえば、ある企
業では、定期的なモニタリングにより、最近
では情報発信や顧客とのコミュニケーション
の仕方をより工夫しなければ、ソーシャルメ
ディア施策の効果を得にくくなっているとい

補として考えられる。これらの値は容易に取
得可能であることから、実際に評価指標とし
て設定している企業も多い。

しかし注意しなければならないのは、単純
に「いいね！」の数を増やすことや、瞬間的
な話題性を示す数字を高めることが施策の目
的ではないということである。ブランドイメ
ージや購買意向を向上させること、顧客の購
買行動を促進することがウェブマーケティン
グの本来の目的であると考えれば、目先の数
字ではなく、これらの値をきちんと評価指標
として設定し測定することが重要である。す
なわち単に「いいね！」数やリツイート数と
いった数だけを追うのではなく、ソーシャル
メディアに触れることでブランドイメージや
購買意向、購買行動がどのように変化したの
かをきちんと捉えることが求められる。しか
しながら、多くの企業はこれらの値を定量的
に把握できていないのが実情である。

3 定量的なソーシャルメディアの
 効果測定

前述した問題意識のもと、ソーシャルメデ
ィアの態度変容への効果の把握に取り組んで
いる企業もある。

ある日用雑貨メーカーはラインの公式アカ
ウントを開設し、スポンサードスタンプ注4

を提供する施策を行っている。この企業はス
タンプの利用と態度変容の関係を分析するこ
とで、施策の効果測定を行っている。図 7 は
スタンプの公開前後における商品のブランド
名称認知率（左側）と利用意向率（右側）
を、スタンプ公開後にダウンロードした人と
していない人とで分けて描いたグラフである。

まず、事前の値を比較すると、ダウンロー
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も同時に施策を実施する場合の効果測定につ
いて論考する。

1 ウェブマーケティングだけでは
 効果測定を行いにくい時代に

第Ⅰ章で述べたように、ネット関連企業だ
けではなく、リアルチャネルでモノやサービ
スを販売する企業の多くも、予算をかけてウ
ェブマーケティングを活用するようになっ
た。一方で、ネット関連企業は、マスメディ
アへの広告出稿が増えてきている。

第Ⅲ章までは、主にそれぞれのウェブメデ
ィアにおける効果測定について述べてきた
が、実際には、上記のようにクロスメディ
ア、オムニチャネルでマーケティング施策を
行うことの方が多い。この場合、各施策に閉
じて広告効果測定を行っても、正しい測定と
ならない可能性がある。

たとえば、テレビCMと同時にウェブ広告
を出稿し、あるユーザーがウェブ広告経由で
自社ウェブサイトを訪問したとしよう。その

う傾向を把握することができた。そこで、施
策の立案の際には、どのような工夫をして態
度変容を促すかということに力を入れてい
る。

このように、ユーザーによるソーシャルメ
ディア上のアクション数だけではなく、認知
やブランドイメージや購買意向、購買行動ま
でを把握し、施策の評価を行っていくことが
望ましい。態度変容を把握するには、先に述
べた通り、アンケート調査を実施する必要が
ある。手間やコストはかかるが、PDCAを運
用する上では重要な要素であるため、実施す
るべきではないだろうか。

Ⅳ	オムニチャネル時代における
	 ウェブマーケティングの
	 効果測定

この章では、複数のウェブマーケティング
施策を実施する場合、さらには、ウェブだけ
ではなく、マスメディアやリアルチャネルで

図7　スタンプダウンロード有無による名称認知、利用意向への効果（日用雑貨メーカーの事例）
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％
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注）調査期間中にテレビCMなどのマス広告も同時に出稿
出所）野村総合研究所インサイトシグナル調査
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ともに接触した生活者」と層別を行うことが
でき、それぞれの効果を分析することが可能
となるのである。

シングルソースデータ調査を行う上でのポ
イントは、以下の 2 点である。

①マーケティング施策に接触したかどうか
の判断は、できるかぎり認知では行わな
い

②マーケティング施策の実施前と実施後で
認知やイメージ、意向を把握する

①について、施策の認知者を接触者とみな
して態度変容の調査を行うことを避けるべき
理由は、認知により態度変容が起こったの
か、別の理由で既に態度変容しており、認知
しやすかったのかが分からない、つまり、因
果関係が分からないためである。このため、
マス広告であれば、メディア接触を把握し、
広告出稿データと紐付けることで、広告接触
状況を推測し、ウェブ施策であれば、アクセ
スログを把握し分析することで広告や施策の
接触状況をすることが望ましい。

また、②について、広告接触後のみに、認
知や態度変容についてのアンケートをしてし
まうと、正しい評価を行えない可能性があ
る。評価方法として、広告接触者と非接触者
に層別し、認知や態度変容の水準が 2 つの層
で差があるかを分析することが一般的だと思
うが、ターゲティング広告で出稿している場
合などは、広告接触者のグループに認知や意
向がある人が多く含まれてしまっている可能
性がある。この状況下では、 2 つの層の水準
の差には、広告の効果だけではなく、母集団
の違いによる影響が含まれてしまう。

このため、広告出稿の前と後に認知や態度
変容の調査を行い、広告接触者と非接触者に

ユーザーが、その場で自社商品を購入した場
合、どの施策に効果があったといえるだろう
か。ウェブマーケティングに閉じて効果を分
析すると、商品購入に対して、ウェブ広告は
○％、自社サイトのコンテンツは○％の貢献
度があったという結果になるであろう。いわ
ゆるアトリビューション分析と呼ばれるもの
である。しかし、このユーザーがテレビCM
にも接触していたらどうであろう。ウェブマ
ーケティングに閉じて分析をしていたら、テ
レビCMの効果が考慮されず、マーケティン
グ施策全体の正しい評価ができなくなってし
まう。

これは、従来マス広告を主に利用してお
り、ウェブマーケティングにも力を入れはじ
めた企業にも、マス広告を活用しているネッ
ト関連企業にも関係があることである。

2 今後必要となる効果測定とは
単一のウェブマーケティング施策だけでは

なく、複数のウェブマーケティング施策、さ
らには、他メディア、多チャネルでも同時に
施策を行う場合、情報を発信する側である施
策起点ではなく、情報を受け取る側の生活者
視点でデータを収集し、効果測定を行うこと
が望ましい。その実現に必要となるのが、シ
ングルソースデータ調査である。

個々の施策起点でのデータ収集や調査で
は、調査対象者がその施策以外でどのような
施策に接触したかを把握できない。一方、生
活者視点での調査であれば、生活者がいくつ
もある施策のうちどの施策に接触し、結果ど
のような反応があったのかを把握できる。こ
れにより「a施策のみに接触した生活者」「b
施策のみに接触した生活者」「a施策、b施策
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接触回数により描いた分布であり、右側は、
テレビCMとオンラインビデオ広告を合わせ
た接触回数の分布である。

シングルソースデータを活用することで、
テレビCMとオンラインビデオ広告といっ
た、複数のメディアを合わせた広告到達状況
を把握することが可能となる。

また、広告到達状況だけではなく、認知や
態度変容への効果も把握可能である。次ペー
ジの図 9 は、テレビCMとオンラインビデオ
広告に同時に出稿していた、あるサービス事
業者の広告が、その事業者のサービスの魅力
度向上に効果があったかを測定した事例であ
る。

左のベン図を見ると、テレビCM接触者
は、魅力度が1.0ポイント上昇し、オンライ
ンビデオ広告接触者も同じく1.0ポイント上
昇している。そして、テレビCMとオンライ
ンビデオ広告の両方に接触した人は、7.0ポ
イント魅力度が上昇している注5。また、 2
つの広告に接触していない人は、2.3ポイン
トも魅力度が減少しているということも、シ
ングルソースデータでは把握できる。

層別した場合に、それぞれの事前と事後の変
化幅に差があるかを確認する方法を採用する
ことが望ましい。

シングルソースデータ調査を自社だけで行
うのは、コスト的に見合わない場合が多い
が、他社と相乗りで調査を行うサービスはい
くつか存在するため、それぞれの特長を把握
し、そのような調査に参加するとよいであろ
う。

3 シングルソースデータを活用した
 効果測定事例─テレビCM×
 オンラインビデオ広告の効果測定

この節では、シングルソースデータを活用
するとどのような効果測定が行えるかを、事
例をもとに紹介する。

図 8 は、テレビCMとオンラインビデオ広
告に同時に出稿していた、ある美容サービス
の広告接触状況を示したものである。左側
は、 2 つの広告のクロスメディアリーチ状況
をベン図で表したものである。右側は、個人
別広告接触回数の分布である。連なった 2 本
の棒グラフのうち、左側がテレビCMのみの

図8　テレビCMとオンラインビデオ広告に出稿した際の広告接触状況（美容サービスの事例）

クロスメディアリーチ状況
（リーチ基準：広告接触回数1以上）

広告接触回数分布
18
％

0

4

2

12

10

8

6

14

16テレビCM

オンライン
ビデオ広告

広告接触回数

70.3%

6.2%

1.8%

1回 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11+

テレビCMのみ
テレビCM＋オンラインビデオ

出
現
率

出所）野村総合研究所インサイトシグナル調査



42 知的資産創造／2015年2月号

ケティング施策と比べ、さまざまなデータを
収集しやすい。しかし、一方で、手元にある
データから把握できる指標を追うことに力点
が置かれ、取るべき指標を収集していないケ
ースが多くなってしまっていないだろうか。

これまで述べてきたように、特に多メディ
ア、多チャネルで同時にウェブマーケティン
グ施策を展開する場合は、手元のデータだけ
では施策の正しい評価を行えないことが多
い。また、各施策間で効果を比較しにくく、
ウェブマーケティングがどの程度有効かを評
価しにくい。

このため、シングルソースデータなどを活
用することにより、広告到達状況の把握やリ
ーチ者の認知、態度変容の把握を行い、全施
策に対して同じものさしで、各施策の評価を
行うべきである。

一方で、アクセスログをはじめ、シングル
ソース以外で収集したデータを活用した方
が、詳細に分析を行えるものが多々存在す

もし、この分析を別々に測定したらどうな
るだろうか。図 9 右側にあるものが、シング
ルソースデータからあえて別々に効果を測定
した結果である。これを見ると、オンライン
ビデオ広告の方が効果が高くなっている。し
かし実際は、オンラインビデオ広告接触者の
中に、テレビCMにも接触した人が存在する
ために数値が高まっているのである。

なお、図 9 左の図では、テレビCMとオン
ラインビデオ広告の効果が同じ数値となって
いたが、右の図では、オンラインビデオ広告
の方が効果が高いのは、オンラインビデオ広
告の方がリーチ率は低いため、双方の広告に
触れた人（＝効果が高かったグループ）の含
まれる割合が、オンラインビデオ広告の方が
大きくなるためである。

4 取れる指標ではなく取るべき
 指標で効果把握を

ウェブマーケティング施策は、従来のマー

図9　各広告接触者の対象サービスに対する魅力度の変化

シングルソースデータで分析すると… 別々のデータで分析したとすると…

テレビCM接触者
オンラインビデオ広告

接触者 テレビCM接触者
オンラインビデオ広告

接触者

魅力度
20.6%→21.6%
＋1.0ポイント

魅力度
20.3%→21.9%
＋1.6ポイント

魅力度
16.3%→20.8%
＋4.5ポイント

魅力度

魅力度
14.3%→15.3%
＋1.0ポイント

魅力度
17.8%→24.8%
＋7.0ポイント

20.4%→18.1%
─2.3ポイント

非接触者：

魅力度
20.1%→18.0%
─2.1ポイント

非接触者：
魅力度
20.5%→19.6%
─0.9ポイント

非接触者：

注）矢印の左と右は、広告出稿の前と後の魅力度の水準を表す。また、その下の数値は、前後の差分を表す
出所）野村総合研究所インサイトシグナル調査
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る。
このため、マーケティング施策全体の評価

測定や、施策間の横比較はシングルソースデ
ータを活用しながら、各ウェブ施策の詳細な
評価や課題の抽出などは、各施策を通じて収
集した個々のデータも活用して、PDCAサイ
クルを運用していくことが望ましいのではな
いだろうか。

注

1 トリプルメディアに加え、シェアードメディア
を含めることもあるが、シェアードメディアの
効果測定は、トリプルメディアのいずれかの効
果測定方法で対応可能であるため、本論考では
割愛している

2 メディア接触と購入意向、購入実態をシングル
ソースで調査し、マーケティング施策の効果測
定を行う野村総合研究所のサービス（http://
www.is.nri.co.jp/）

3 対象ページに対し、直近 1 週間で特定のアクシ
ョン（いいね！、コメントの投稿、写真へのタ
グ付けなど）をした人数

4 ラインアカウントを持つ企業が配信する、一般

ユーザーが無料でダウンロードして使えるスタ
ンプの総称。スタンプは日常会話で使いやすい
ものでなければならず、ロゴや商品画像そのも
のは配信できないという制限がある

5 インサイトシグナル調査では、接触者の事前事
後の差分から、非接触者の事前事後の差分を引
いたものを効果と定義している。このため、こ
の事例の効果は、テレビCMとオンラインビデ
オ広告は、1.0−（−2.3）＝3.3ポイント、両方に接
触した場合は、7.0−（−2.3）＝9.3ポイントとして
いる

著 者

梶原光徳（かじはらみつのり）
消費サービス・ヘルスケアコンサルティング部主任
コンサルタント
専門はマーケティング戦略、予測モデル・マーケティ
ングモデル構築、広告効果測定など

小川晃生（おがわこうき）
消費サービス・ヘルスケアコンサルティング部コン
サルタント
専門は、マーケティングデータ分析、モデル構築、
広告評価測定など
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特集

要　約

1 コンタクトセンターには、顧客フロントに位置するマーケティングベンダーとしての業
容拡大が今後期待される。特にデジタルメディアの普及によって、求められるマーケテ
ィング上の役割が広がっていく。

2 コンタクトセンターの最大の強みは、顧客の生の声に接する点にある。顧客の声からイ
ンサイト（新たな洞察）をつかむための定性情報は、現在各企業であらためて注目を集
めており、エスノグラフィーなどのさまざまなアプローチが模索されている。

3 コンタクトセンターで収集した定性情報を高度に処理し、それを定量化して分析し、さ
らなる改善策につなげる取り組みが始まっている。重要なポイントは、定性情報の収集
と分析の各段階を標準化し、オペレーターや現場管理者によるバラツキをなくすことで
ある。

4 デジタルマーケティング時代のコンタクトセンターは、ほかでは扱うことが難しい顧客
の生の声をさまざまな顧客情報と統合的に扱うことで、ユニークな役割を果たすことが
できる。一方、マーケティングベンダーの多くはサービスをトータル化する流れにある
ため、定性情報のハンドリングだけでなく、それと組み合わせる周辺領域のサービス提
供が同時に求められてくる。そのため、他社とのアライアンスや資本提携などを積極的
に活用していくことが期待される。

Ⅰ　マーケティングベンダー色を強めるコンタクトセンター業界
Ⅱ　マーケティング実務で注目が集まる定性情報
Ⅲ　定性情報の処理をコンタクトセンター業務に組み込む上での課題と対応の方向性
Ⅳ　マーケティング支援を核とした今後の成長

C O N T E N T S

笠井  洸

マーケティング支援機能の強化が
求められるコンタクトセンター

デジタルマーケティングの新展開



45マーケティング支援機能の強化が求められるコンタクトセンター

Ⅰ	マーケティングベンダー色を
	 強めるコンタクトセンター業界

はじめにコンタクトセンターの従来からの
位置付けと、現在、デジタルメディアの普及
に伴って生じている業界を取り巻く環境変化
について概観する。

1 成長軌道を取り戻したコンタクト
 センター業界

日本流通産業新聞が実施した「第21回コー
ルセンター売上高調査」によると、わが国の
コンタクトセンター業界は、2013年度の上位
30社売上高が7770億円となっている。上位30
社を比較すると、前年度比2.6％の成長を遂
げており、厳しいコスト競争にさらされなが
らも成長基調を維持している（図 1 ）。その
原動力には、時代とともに移り変わるユーザ
ー企業のニーズに対して、柔軟に業容を変革
してきた歴史がある。

2 対応チャネル拡大の歴史
日本でのコンタクトセンターの歴史を簡単

に振り返ると、1970年代に固定電話が普及し
たことにより、遠隔地にいる顧客と企業との
間で直接的なコミュニケーションが可能とな
ったことに遡る。1980年代に入ると、電話応
対を集中的に管理運用する業務が生まれ、

「コールセンター」という言葉も誕生した。
その後現在に至るまでの間、企業と顧客の

接点は電話からファクス、電子メール、ウェ
ブサイトへと広がった。コールセンターの業
務も同様に、電話だけでなく新たなツールを
運用するようになり、顧客接点を広く担う意
味を込めて「コンタクトセンター」と呼ばれ
ることも増えている。近年ではツイッター、
フェイスブック、ラインといったソーシャル
メディアが新たな顧客接点として注目されて
おり、ユーザー企業のこれらメディアの運営
を支援するコンタクトセンター事業者も増え
ている。

さらに、ネット利用の普及に伴ってEC（電
子商取引）の重要性が増しつつある。経済産
業省の調査によると、2013年の日本国内の
BtoC-EC（消費者向け電子商取引）の市場規
模は11.2兆円であり、前年比17.4％増の成長

図1　コンタクトセンターの市場規模推移
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出所）日本流通産業新聞「コールセンター売上高調査」より作成



46 知的資産創造／2015年2月号

となった。このような背景のもと、企業の間
ではリアル店舗とECとの垣根を取り払うオ
ムニチャネルへの関心が高まっている。コン
タクトセンター事業者においても、BPO（ビ
ジネス・プロセス・アウトソーシング）サー
ビスの一環としてユーザー企業のEC構築ま
で手掛け、オムニチャネルの運用を支援する
ケースも増えている。

3 顧客フロントとして期待される
 役割の拡大

このようなBPO領域の拡大と同時に、コ
ンタクトセンター業界は単に顧客対応の効率
化を図るだけでなく、売り上げへの貢献や戦
略的対応を担うマーケティングの 1 ベンダー
としてのポジションを確立してきた。たとえ
ば、ある電機メーカーのコンタクトセンター
においては、生活者から寄せられる商品アイ
デアや感想を集計して関連するマーケティン
グ部署へ定期的にフィードバックしたり、重
大な問題につながりそうなクレームや問い合

わせは即時に経営層に報告したりするといっ
た対応がなされている。

このように、コンタクトセンターはまさに
顧客フロントに位置するマーケティング組織
の一つとして、また、顧客対応のさまざまな
局面での実行を担う存在として、今後も業容
を拡大していくだろう。特にデジタルメディ
アの役割の拡大に伴い、オムニチャネルを意
識したウェブマーケティング、ソーシャルメ
ディア活用、会員管理をめぐる分析、会員向
けの各種情報・コンテンツ制作、そのための
IT基盤整備は、より一層の充実が求められ
よう（図 2 ）。

Ⅱ	マーケティング実務で注目が
	 集まる定性情報

1 コンタクトセンターが扱う
 情報の広がり

マーケティングにおける基本的な活動は、
顧客情報をいち早くつかみ、ニーズを読み解

図2　コンタクトセンターにおける顧客接点と業務の広がり

オムニチャネル化の潮流により、チャネルを
またいだ顧客対応がますます求められるようになる
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き、さらなる改善策につなげていくことであ
る。デジタルマーケティングの拡大によっ
て、ウェブのアクセスログや、ソーシャルメ
ディアのつぶやきなど、顧客情報として分析
対象となるデータは種類も量も拡大を続けて
いる。

このような潮流の中、さまざまなデータを
一元的に管理分析するためのソリューション
が日本アバイアや日本オラクルなどのベンダ
ーから提供され始めている。今後もシステム
による自動集計が可能なデータに関しては、
より高度なソリューションが提供されていく
と考えられる。

一方、コンタクトセンターの最大の強み
は、定量化できない顧客の生の声、定性情報
に一番先に接することができる点にある。こ
れまでもVOC（Voice of Customer）レポー
トという形で定性情報をまとめる動きはあっ
たが、コンタクトセンターのマーケティング
ベンダーとしての役割が強まるにつれて、こ
の重要性はますます高まっていくであろう。

2 イノベーションの切り札として
 注目される定性情報

生活者に関する定性情報の収集は、グルー

プインタビューやデプスインタビューなどに
よって古くから行われている。今でも、メー
カーの新商品開発においては、定量分析と並
んで定性分析を開発プロセスに組み込んでい
る企業が多い（図 3 ）。

このときの定性分析とは、生活者にコンセ
プト映像や試作品を見てもらい、その反応や
感想をもとに仮説検証したり、新たな洞察（顧
客インサイト）を得たりする目的で行われる。

現在、顧客インサイトをつかむための定性
情報が各企業であらためて注目され、そのた
めのアプローチがさまざまな角度から模索さ
れている。その背景にあるのは、市場が成熟
したため、顕在化したニーズに応えるだけで
は新たなヒットやイノベーションを起こしに
くくなったという、誰もが感じている問題認
識である。

3 求められるのは洞察力
定性情報を活用するためのアプローチの一

例として、 1 人〜数人といったごく少数の顧
客に焦点を当て、そこから得られる深い洞察
を重視する動きがある。たとえば、味の素か
ら2012年に発売されてヒットした「Cook Do
きょうの大皿」シリーズを開発した中島広数

図3　マーケティング実務における代表的な調査手法

商品開発プロセス
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段階  
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● 行動観察、エスノグラ
フィー調査など

● グループインタビュー
● デプスインタビュー

● アンケート
● CLT調査（会場テスト）

● テスト販売
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氏は、自身の家族が発した一言から潜在ニー
ズの存在に気が付き、新商品の上市にまで導
いたことを明かしている注1。

また、そのような顧客への洞察を請け負う
ビジネスも現れている。大阪ガス行動観察研
究所では、文化人類学や社会学でフィールド
ワークから社会や集団を調査するエスノグラ
フィーという手法を取り入れた顧客分析に基
づき、商品やサービスの改善点を発見するサ
ービスを提供する。モニターとなった生活者
に長期間密着し、わずかな仕草や言動をきっ
かけに商品やサービスを改善する新たな糸口
を見出している。

4 属人的業務の標準化が課題
以上をまとめると、ユーザー企業が求める

顧客情報には 2 つの方向性がある。 1 つはオ
ムニチャネル化に伴って拡大した顧客接点か
らあまねく情報を集める水平的な広がり。も
う 1 つはサンプルは少なくても深く顧客を洞
察し、そこからイノベーションのヒントを求
める垂直的な探求である。特に後者は、顧客
と直接的な接点を持たなければ得られにくい
定性情報が主体であり、コンタクトセンター
がヒトを介したビジネスであるという強みを
活かせる分野といえよう。

しかし、このようなマーケティング上のニ
ーズをコンタクトセンター業務に取り込むた
めには、従来よりも踏み込んだ定性情報のハ
ンドリング力が課題となる。これまでのコン
タクトセンターの顧客の声をまとめたVOC
レポートは、ともすれば複数のオペレーター
を管理・指導する役割の優秀なSV（スーパ
ーバイザー：現場管理者）による直感的な気
付きに依存する部分が多く、再現性の低い活

動になりがちであった。そのため、レポート
を受け取るユーザー企業側も定常的な業務に
活用できているところはまだ少ないといわれ
ている。

Ⅲ	定性情報の処理をコンタクト
	 センター業務に組み込む上での
	 課題と対応の方向性

実際に、コンタクトセンターで収集した定
性情報をマーケティングに活用する先進的な
取り組みが始まっている。本章ではその一例
として、WOWOWの100％子会社でありコン
タ ク ト セ ン タ ー の 受 託 業 務 を 手 掛 け る
WOWOWコミュニケーションズ（以下、
WOWCOM）の事例を挙げながら、コンタ
クトセンターにおける定性情報活用上の課題
と対応の方向性を示す（図 4 ）。

1 非言語情報を含む定性情報の
 定量化
（1）	 課題はオペレーター間のバラツキ

WOWCOMでは、WOWOWのコンタクト
センター運営の中でオペレーターの応対の品
の良さや丁寧さといった品質面に特に力を入
れてきた。とりわけ、「サービスサイエン
ス」と呼ばれる方法論を用いて、顧客の事前
期待に合わせた柔軟な応対を心掛けている。
電話口の声の調子や雰囲気などから顧客の状
況を理解し、たとえば急いでいると判断した
顧客には情報を手短に伝えることで、顧客満
足度を高めるというものである。

このようなノウハウの蓄積から、WOW-
COMは電話応対の中で言語化されない顧客
の「雰囲気」や「温度感」といった情報を感
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じ取るための研修カリキュラムを有してお
り、それらを応用したマーケティング情報の
収集を進めている。

たとえばユーザー企業の顧客に、電話など
で営業のアウトバウンド・コールを実施する
際には、KPI（Key Performance Indicators：
重要業績評価指標）としている受注率だけを
追わずに、どの性別・年代の顧客層がどうい
った関心を持ったか、逆に関心を持たなかっ
たのかといった情報を記録し、次のマーケテ
ィング施策に活用できる形でレポーティング
している（図 5 ）。

このようなセグメント別のレポートを作成
するために必要となる性別・年代などのデモ
グラフィック属性情報や、顧客の雰囲気、関
心度といった定性情報は、通常ではほとんど
が言語化されておらず、また自動音声認識に
よる定量化も現在の技術水準では困難であ
る。一方で、人間が判断する場合には、通話

をしたオペレーターによって捉え方、感じ方
が異なるという課題もある。コンタクトセン
ターでは、特に多数のオペレーターが応対に
携わるため、データとして活用するにはオペ
レーターによるバラツキを解消しなければな

図4　WOWCOMの活動の全体像

標準化されており
再現性が高い

属人的かつ
再現性が低い

通話

生活者 オペレーター

通話品質向上のための
モニタリング技術の応用

 
 

定量情報 マーケティング分析

定性情報
（音声・雰囲気・温度感）

①通話のモニタリングを
通じた定性情報記録の

標準化

②マーケティング分析と
報告業務の標準化

（テンプレートの提供）

顧客課題に対する
検証結果のレポーティング

③マーケティング、経営課題に
対する定常的な

PDCA機能の提供

顧客情報
データベース

● 男性　● 50代
● 健康に関心ありそう
● 加入まで 「あと一歩」

P

D
C

A

通
話

生活者

オペレーター

○必ず記録される情報

● 受注、失注

○通話内容から抽出可能な情報（例）

● 性別
● 年代（推定）
● 加入意向
　　● 受注まであと一歩
　　● 関心あり
　　● 関心なし
　　● 全く関心なし
● 趣味
● 家族構成
●  ・・・

● 男性　● 50代
● 健康に関心ありそう
● 加入まで 「あと一歩」

図5　通話からオペレーターが感じ取る「雰囲気」や「温度感」の
定量化（イメージ）

注）PDCA：Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Act（改善）
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らない。

（2）	 モニタリングを活用した標準化と

	 キャリブレーション

WOWCOMでは、この課題を解決するた
めにコンタクトセンターのモニタリングを活
用している。モニタリングとは、顧客とオペ
レーターとの通話をSVの経験がある第三者
が聞き、内容を評価することである。もとも
とはオペレーターの応対のバラツキ解消と品
質向上のために実施していたものだが、モニ
タリングを応用することで定性情報の記録に
関する標準化、定量化を図っている。

具体的には、まずモニタリングを担当する
SVが、たとえば性別・年代や加入意向とい
った記録すべき情報に対応する通話の典型的
ケースを定め、標準化のためのルール作りを
行う。そのルールに沿ってオペレーターが顧
客応対を行い、SVはその通話をモニタリン
グする。ルールから逸脱した記録が行われて
いればオペレーターに指摘し、徐々に誤差を
減らしていく。このようにコンタクトセンタ

ーで応対の評価基準のすり合わせを行うこと
は、キャリブレーションと呼ばれている。

WOWCOMではキャリブレーションによ
ってWOWOWの加入問い合わせ客の性別・
年代情報を95％以上の精度で記録できるよう
になった。従来は問い合わせ客の属性情報が
正確に分からなかったため、きめ細かい施策
が打てていなかったが、この取り組みで得ら
れた情報を未加入者情報データベースとして
記録することにより、その後のマーケティン
グ分析に耐えうるデータとして活用すること
が可能となった。蓄積された情報は、新規加
入のプロモーションを行うターゲットセグメ
ントの選定や、そのプロモーション向けのク
リエイティブ内容を検討する際の材料などに
活用されている（図 6 ）。

2 マーケティング分析業務の標準化
（1）	 SV層のマーケティングスキル不足

定性情報が定量的に記録可能となること
で、コンタクトセンター独自の情報をもとに
したマーケティング分析の可能性が開ける。

図6　通話のモニタリングを通じた定性情報記録の標準化

通話
（標準化済み）

通話
（標準化中）

記録精度95%以上記録ルールの逸脱が
あれば、 オペレーター
を指導する

マーケティング
への活用が容易

マーケティング
への活用が

困難

通話
（応対がバラバラ）

記録ルール
の研修

通話の
モニタリング

記録ルール
作成

モニタリング
と指導

ルール作成 キャリブレーション データ蓄積

オ
ペ
レ
ー
タ
ー

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
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当

顧客情報
データベース

記録ルール

出所）WOWOWコミュニケーションズ資料より作成
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実際、WOWCOMによると、定量化された
定性情報に付加価値を見出し、多少高い単価
を払ってでもサービスを利用したいユーザー
企業が増えているという。同様の調査を別途
調査会社に委託するコストを考えると、メリ
ットを感じる企業は少なくないと考えられる。

このようなサービスを提供するためには、
データ取得だけでなく、その前段階である調
査業務の設計から後段階であるデータ取得後
の分析まで、一貫して検討・実施する必要が
ある。いわばマーケティング調査をトータル
で支援する能力が求められる。これは従来の
SV層がほぼ持ち合わせていないスキルであ
るため、新たな教育と経験の場が必要となる。

（2）	 テンプレートを用いたOJTの環境整備

WOWCOMではこのような問題を解決す

るため、顧客フロントに立って運用に携わっ
た経験が豊富なメンバーでタスクフォースを
結成した。タスクフォースでは、各メンバー
のこれまでの業務経験の蓄積と一般的なマー
ケティングフレームワークとを組み合わせ、
業界別、テーマ別に「分析内容・聴取項目」

「報告書ストーリー」をあらかじめテンプレ
ートとして整備した（図 7 ）。

テンプレートを活用することで、必ずしも
マーケティングスキルが十分でないSV層に
も業務遂行が可能となった。実際にテンプレ
ートを活用して顧客の声をまとめるレポーテ
ィングを行ったところ、従来の業務レポート
よりもユーザー企業から良い反応が得られ
た。このことで、さらに良い分析結果を提供
しようと独自にテキストマイニングの勉強を
始めるなど、SV層にポジティブな変化が生

図7　マーケティング分析と報告業務の標準化（テンプレートの提供）

マーケティング
分析スキルの研鑽

レポートの
付加価値向上

顧客からの評価

テンプレートの活用

● SVが一定品質のアウトプットを作成可能になること
で、マーケティング分析のOJTサイクルが回り始める

● WOWCOMにおいては、定型的なコンタクトセンター
レポートとは異なる反応を顧客から得られたことで、さ
らなる分析スキル向上に取り組む良い循環が形成された

● テンプレートは、業界別×テーマ別に「分析内容・聴取項目」、「報
告書ストーリー」がセットになっており、マーケターにとって関
心のある視点が網羅されている

● テンプレートに沿うことで、マーケティング分析経験が少ない現場
管理者（SV）でも、顧客の課題に対して一定の示唆を提示できる

テンプレート活用によるOJTの好循環業界別・テーマ別のマーケティング分析テンプレート

業界：通信販売　　　テーマ：クロスセル＆アップセル

目次 分析内容・聴取項目 報告書ストーリー

1．実態把握（顧客属性）
対象者の属性（性別）
対象者の属性（年代）
・・・

現在の顧客像は？

どのような層に
クロスセル＆アップセルの
可能性があるか？

クロスセル＆アップセルが
高い層の特徴は？

クロスセル＆アップセル
を薦めるべき

商品・サービスは？

クロスセル＆アップセル
におけるコールの改善点は？

2．優良顧客セグメントの特定

3．クロスセル効果が高い
セグメントの特徴把握

4．クロスセル効果のある
商品・サービスの特定

5．コールでの工夫

対象者の属性（購入点数別）
対象者の属性（購入金額別）
購入点数×購入金額別のマッピング
購入理由（購入商品別） 
・・・

アウトバウンド成功率
アウトバウンド成功率×自社商品への興味
アウトバウンド成功率×他社商品の購入有無
アウトバウンド成功率×購入理由
・・・

自社の他商品への関心有無（購入商品別）
アウトバウンド時のクロス購入商品
他社商品の併用有無（購入商品別）
併用している他社商品（購入商品別×年代別）
他社商品を併用している理由 
・・・

商品・サービス別×顧客満足度
利用方法別×顧客満足度
・・・

出所）WOWOWコミュニケーションズ資料より作成
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階でデータ分析の精度が上がっても、本当に
意図した成果が得られたかどうか分からない
まま結果指標だけで検証していては、必ずし
も十分な改善サイクルを回せないだろう。特
に同じ製品やサービスのプロモーションを繰
り返し行う通信販売などの会員サービスにお
いては、改善サイクルを十分に回せるような
取り組みが重要となる。

そこでWOWCOMでは、WOWOWの加入
者が本当にウェブ広告で狙った通りのセグメ
ントであり、当初描いたプロモーションスト
ーリーで申し込みに至ったかを電話受付の際
に聴取、分析結果をWOWOWのマーケティ
ング部門にフィードバックしている。同時
に、ウェブ広告がリーチしたにもかかわらず
加入に至らなかった生活者にも電話などによ
るアウトバウンドのアプローチを行い、非加
入者情報の収集を図っている。

このように、最新のウェブマーケティング
においても、電話などの古典的な手段を組み
合わせることで、より効果的かつ効率的な仮
説検証サイクルを構築できる。

（3）	 マーケティングリサーチ部門としての

	 関係構築

マーケティングリサーチ機能を十分に内製
化できていない中小の通販会社などにとって
は、コンタクトセンターがその役割を担うこ
とで、顧客接点に関連するPDCAサイクルの
運用をワンストップで完結できる。

実際にWOWCOMがアウトバウンドを受
託している通販会社では、月ごとにマーケテ
ィングリサーチのテーマを定めて委託してい
る。テーマはその月の新商品に対する生活者
の反応もあれば、経営計画の策定に活用され

まれたという。

3 マーケティングPDCAへの
 組み込み
（1）	 ユーザー企業のマーケティングPDCA

	 サイクル運用への貢献

モニタリングによって定性情報を定量化す
る仕組みを作り、SV層のマーケティング分析
力を強化した結果、WOWCOMはこれまでと
は異なるコンタクトセンターや、マーケティン
グベンダーとしての立ち位置を確立する端緒
を見出したといえる。このポジションをさら
に発展させて、ユーザー企業のマーケティン
グや経営のPDCA（Plan〈計画〉・Do〈実行〉・
Check〈評価〉・Act〈改善〉）サイクルの運用
に関わる可能性が広がると見られている。

（2）	 ビッグデータを用いたプロモーション

	 の効果測定

近年、データ分析に基づいてターゲティン
グやプロモーションを実行する技術が発達し
ている。たとえば、ウェブ広告投下の精度向
上のため、DMP（データ・マネジメント・
プラットフォーム）に蓄積されたウェブ閲覧
履歴などの顧客データを、いわゆるビッグデ
ータとして分析し、ターゲットを絞り込むと
いったことが行われている。豊富なデータを
用いることで、マーケティング担当者はより
きめ細かなプロモーション施策を設計・実行
できる。

しかしながら、このような活動の効果検証
段階においては、依然としてウェブ広告に掛
かった費用対会員獲得件数や売上増分のROI

（Return on Investment：投資利益率）など
で評価するのが一般的である。たとえ企画段
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ィング時代のコンタクトセンターは、ほかで
は扱うのが難しい顧客の生の声や定性情報を
標準化、定量化できる存在となり得る。その
情報をほかの顧客情報と統合的に扱うこと
で、ユーザー企業がマーケティングを行う際
にユニークな役割を果たすことができる（次
ページの図 9 ）。

こういったWOWCOMの事例から見えて
くるのは、属人的な活動から脱却し定性情報
のハンドリングを実現するためには、情報の
収集段階においても分析段階においても、サ
ービスの品質を一定に保つための標準化が求
められるということである。そして、そのた
めの要素技術はすでに揃いつつあるというこ
とである。

注意すべきは、これまでのVOC活動の多
くがコンタクトセンターの付帯サービスから

るような基礎調査もある。特筆すべきは、こ
れらが独立した市場調査ではなく、通常のア
ウトバウンド業務に織り込んだ形でサービス
として提供されていることである（図 8 ）。

こういったサービスを通じて、経営レベル
の問題意識に対してコンタクトセンターがタ
イムリーに応えることが可能になった。結果
としてユーザー企業の経営に関わるPDCAサ
イクルに入り込むと同時に、経営陣との間に
より深い関係性を築くことにもつながった。

Ⅳ	マーケティング支援を核とした
	 今後の成長

1 定性情報はサービスの
 パッケージ化が必要

ここまで述べたように、デジタルマーケテ

図8　マーケティング・経営課題に対する定常的なPDCA機能の提供

毎月のアウトバウンド業務に、マーケティング・経営課題の
調査分析業務を織り込み、PDCA機能を提供

顧客リストをもとに、
毎月のアウトバウンドを実施

経営陣との
マーケティング・経営

課題の検討

● 新商品への顧客反応
● 顧客満足度定点観測
● 競合状況定点観測
　など

一般的なアウトバウンドの運用 マーケティングリサーチ部門を兼ねたアウトバウンドの運用

Ａ

調査設計

P

アウトバウンド
＆調査業務発注

D

調査結果の
分析

C

● 営業トークの
中で、 調査項目
をヒアリング

アウトバウンド
レポート

調査
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アウトバウンド業務発注

アウトバウンド
レポート
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出所）WOWOWコミュニケーションズ資料より作成
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きく寄与すると考えられる。

2 サービスのトータル化と
 合従連衡が進展

一方で、マーケティングベンダー業界で
は、顧客接点や情報ソースですみ分けられて
いた企業間の垣根が下がり、サービスのトー
タル化や合従連衡が進みつつある（表 1 ）。

安価なマーケティング調査手法として普及
したウェブアンケートは既に市場が成熟しつ
つあり、SNS（ソーシャル・ネットワーキン

脱却できなかったように、各々の要素技術を
部分提供するだけでは「既存サービスの改
良」の域を出ないということである。そこで、
一連の要素技術を一気通貫で運用することに
よる、 1 つのマーケティングサービスとして
のパッケージ化が重要になってくる（図10）。

今後、コンタクトセンターの情報を活用し
た製品開発やサービス改善の成功事例が蓄積
され、ユーザー企業のマーケティングやイノ
ベーションを支える存在にステップアップで
きれば、コンタクトセンター業界の発展に大

図9　定性情報の標準化・定量化によって実現されるユニークな役割（概念図）
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ル
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られなかった定性情報が付加さ
れることで、仮説検証の精度向
上が期待される

図10　コンタクトセンターの定性情報を活用した分析業務のパッケージ化（イメージ）

ユーザーの問題意識に的確に応えることで、調査業務として完結する
断片的な要素技術の提供だけでは、既存の改善として十分な対価を得られない

分析結果の
取りまとめ分析

実査
情報収集

プレ実施・
キャリブレーション調査設計

マーケティング・
経営課題

顧客情報
データベース

テンプレート
による標準化

テンプレート
による標準化

テンプレート
による標準化

レポート・
提言

ユーザー企業の
問題意識



55マーケティング支援機能の強化が求められるコンタクトセンター

ンスや資本提携の重要性が今後、ますます増
していくと考えられる。

注

1 「 こ の 人 の 出 番 」 第350回、 食 品 産 業 新 聞 社
http://www.ssnp.co.jp/articles/konohito/14102 
00003604625
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笠井　洸（かさいこう）
経営コンサルティング部主任コンサルタント
専門は消費財・サービス・素材産業分野の事業戦略、
業務改革、M&A戦略など

グ・サービス）を利用したより安価な情報収
集関連のサービスも登場した。既存のプレー
ヤーにおいては、業容拡大のための模索も始
まっている。インターネット調査大手のマク
ロミルが2014年にベインキャピタル傘下に入
ったことは、記憶に新しいところである。マ
ーケティングリサーチ大手のインテージは、

「循環型マーケティング」と呼ばれる理論に
合わせて、広告、店頭セールスプロモーショ
ン、調査などのサービスを全方位でラインナ
ップすることを志向している。

コンタクトセンター業界においても、2010
年にもしもしホットラインが三井物産ヴィク
シア（現ヴィクシア）を買収し、デジタルマ
ーケティング分野を強化した。また同じ2010
年、NECネッツエスアイがCRM（Customer 
Relationship Management：顧客関係管理）
プロモーションに強みを持つコンタクトセン
ターの第一アドシステム（現ディー・キュー
ビック）を買収し、さらに13年には、中堅企
業でテクニカルサポートに強みを持つキュー
アンドエーに追加出資を行った。ディー・キ
ュービックは、コンタクトセンター業務の一
環として定量情報にVOCを組み合わせた分
析を提供し、マーケティングの仮説立案から
仮説検証までを請け負っている。両社の機能
を組み合わせることで、マーケティングサー
ビスの拡充を企図しているという。

このように、マーケティングベンダー業界
にはサービスのトータル化という潮流があ
り、定性情報のハンドリングだけでなく、そ
れと組み合わせる周辺領域のサービス提供が
同時に求められている。このような業界を取
り巻く競争環境の変化に対応するためには、
サービスの専門性が異なる企業とのアライア

表1　コンタクトセンター、マーケティング調査関連企業の近年の
主なM&Aと資本参加

年 買収企業 被買収企業

2014年

伊藤忠商事
（総合商社）

ベルシステム24　※資本参加
（コンタクトセンター）

ベインキャピタル
（投資ファンド）

マクロミル
（インターネット調査）

2013年

マクロミル
（インターネット調査）

電通マーケティングインサイト
（マーケティング調査）

クロス・マーケティンググループ
（マーケティング調査）

ユーティル
（マーケティング調査）

KDDIエボルバ
（コンタクトセンター）

TEPCOコールアドバンス
（コンタクトセンター）

NECネッツエスアイ
（SIer）

キューアンドエー
（コンタクトセンター）

アクトコール
（コンタクトセンター、駆け付け）

インサイト
（家賃決済代行）

2012年

シナジーマーケティング
（CRM・マーケティングサービス）

ホットリンク　※資本参加
（ソーシャルメディア分析）

パソナグループ
（人材派遣）

ビーウィズ
（コンタクトセンター）

2010年

NECネッツエスアイ
（SIer）

第一アドシステム
（現ディー・キュービック）
（コンタクトセンター）

もしもしホットライン
（コンタクトセンター）

三井物産ヴィクシア
（現ヴィクシア）
（ウェブマーケティング、イ
ンターネット広告）

出所）レコフM&A情報
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C O N T E N T S

NAVIGATION & SOLUTION

要  約 1	 スイスのビジネススクールIMD（International	Institute	 for	Management	De-
velopment）は、国の競争力の 2面性として「アグレッシブネス（aggressive-
ness：積極度）」と「アトラクティブネス（attractiveness：魅力度）」を示して
いる。英国は典型的な先進国の特徴であるアグレッシブネスに加えて、高いアト
ラクティブネスも同時に達成しているなど、 2面的に海外の活力を取り込むこと
に成功している。

2	 英国は欧州内で対内直接投資に関して圧倒的な強みを発揮しているが、その背景
には欧州先進国間での激しい企業誘致競争を通じた切磋琢磨があり、英国を欧州
事業のゲートウェイにする、というコンセプトを実現するための一貫したアクシ
ョンがとられている。

3	 英国は五輪などの非ビジネスイベントでさえもビジネス面でのアトラクティブネ
ス向上につなげるなど、あらゆる機会を広く活用する意識が高い。イベントがも
たらすバリューチェーン（価値連鎖）を、イベント後も含めて広く長く設定して
いる。

4	 英国の大学は、その水準の高さだけでなく世界中から人材を集めるという意味で
も企業誘致に貢献している。英国への投資を考える事業会社は、人材面でも汎欧
州（あるいはより広い地域）を意識することができる。

Ⅰ　英国の競争力の源泉：アトラクティブネス（魅力度）の追求
Ⅱ　なぜ英国のアトラクティブネスは高いのか
Ⅲ　アトラクティブネス向上のための日本への示唆

英国に学ぶ競争力強化の方策
アトラクティブネス（魅力度）向上の取り組み

森　健



57英国に学ぶ競争力強化の方策

Ⅰ	英国の競争力の源泉：
	 アトラクティブネス（魅力度）
	 の追求

1 国の競争力の 2面性
スイスのビジネススクールIMD（Interna-

tional Institute for Management Develop-
ment）は、国際競争力レポートの中で、国
の競争力の 2 面性として「アグレッシブネス

（aggressiveness：積極度）」と「アトラクテ
ィブネス（attractiveness：魅力度）」がある
ことを示している。前者は輸出や対外直接投
資を通じてお金を生み出し、後者は外国から
自国に対する対内直接投資を通じて主に雇用
を生み出す。富裕国であっても雇用などへの
インパクトを考えれば、アトラクティブネス
の重要性を無視することはできないとしてい
る。

そこで、『知的資産創造』2015年 1 月号「わ
が国の競争力強化のあり方　海外の活力を取
り込むことの 2 つの側面」の中で、国のアグ
レッシブネスとアトラクティブネスを定量的
に評価する方法を示した。具体的には各国の
国際収支統計に計上されている所得収支に注
目し、所得収入（海外に蓄積している事業・
金融資産からの所得収入）が自国のGDPに
占める割合をアグレッシブネス、所得支出

（外国の事業家・投資家が自国に蓄積してい
る資産から得ている所得）が自国のGDPに
占める割合をアトラクティブネスと定義し
た。

分かりやすくいえば、GDP規模に対して、
海外に蓄積している資産から多くの収入を得
ている国はアグレッシブネスが高く、逆に外
国の事業家・投資家に対して多くの収入を提

供している国はアトラクティブネスが高い。
図 1 でG7国のアグレッシブネスとアトラ

クティブネスの大きさを示したが、日本は一
番左下、英国は一番右上と対照的な位置にあ
る。

日本はアグレッシブネス指標がかなり高い
と予想していた人は多いかもしれないが、日
本が対外資産から得ている収入はGDP比で
3.9％に過ぎず、対する英国はGDP比14.2％も
の収入を得ている。

逆に英国のアグレッシブネス指標の高さに
驚かれるかもしれない。確かに輸出額だけを
見ると、英国（約7700億ドル：2013年）は日
本（約8300億ドル：同年）よりも少ないが、
対外資産の積み上げという点では大英帝国時
代からの長い歴史がある。最近の傾向を見て
も、英国の過去 9 年間（2005〜13年）の対外
直接投資累積額は約1.2兆ドルで、日本の約
8200億ドル（同期間累積）よりも大きく、そ

図1　G7国のアグレッシブネスとアトラクティブネス指標（2005 ～ 13年平均）
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出所）International Financial Statistics, IMFなどより作成
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3 国際都市ロンドン
具体的な論述に入る前に、アトラクティブ

ネスの高さを最も多面的に示している例とし
て、英国の首都ロンドンのデータを見てほし
い注1。図 2 の左下にはロンドンに関する各
種データを記載したが、外国資本、学生、移
民など世界中から人、物、カネ、情報が集ま
ってくるのがロンドンである。

ちなみに東京23区は人口約900万人でロン
ドン（820万人）に近いが、図 2 左下の枠内
の「ロンドン」を「東京23区」に置き換えて
読んでみると、東京23区でこういったことが
現実に起こるとは考えづらい。少なくとも、
あと数年で実現できるレベルではない。この
ことからも、国際都市としてロンドンがいか
に際立っているかが分かる。ほかにも、2013
年の外国人観光客数（オーバーナイト滞在）
は、ロンドンが1800万人（世界第 2 位）に対
して、東京は500万人と大きな差がある注2。

ロンドンが世界の金融業の中心になったの
は19世紀初頭である。フランス革命後の欧州
大陸の混乱によって、国際金融の中心地はオ
ランダのアムステルダムから英国のロンドン
に移った。19世紀から20世紀中頃にかけて
は、英国企業をはじめフランス企業やドイツ
企業など欧州の有力金融機関が立地する場所
であったが、20世紀後半になると世界の金融
センターの地位は米国ニューヨークに奪われ
つつあった。しかし1986年に英国のサッチャ
ー政権は各種規制緩和（通称ビッグバン）を
実施、米国系や日系の金融機関も多数進出
し、シティ・オブ・ロンドン注3は巻き返し
に成功して世界の金融センターの地位を確固
たるものにした。

そして、ロンドンのオフィス需要の高まり

こから得られる所得収入も大きくなってい
る。

2 先進国にあってアトラクティブネス
 指標が高い英国

このように日英両国のアグレッシブネス指
標に着目したが、ここでむしろ注目したいの
はアトラクティブネス指標である。英国はア
グレッシブネス指標だけでなくアトラクティ
ブネス指標も際立って高く、海外の事業家・
投資家に多くの価値を提供していることが分
かる。

しかし一般的にアトラクティブネス指標は、
新興国が高い数値を示す傾向にある。図 1 に
は掲載していないが、中国、インド、ブラジ
ル、南アフリカなどのBRICS国をはじめ、新
興国の大半はアトラクティブネス指標がアグ
レッシブネス指標よりも高い。すなわち魅力
的な国内市場や豊富な労働力などをテコにし
て、海外から資金や技術を惹きつけて成長の
源泉とする戦略である。

一方、先進国は対外資産の蓄積が極めて大
きく、アグレッシブネス指標の方が高くなる
のが一般的だ。図 1 にあるように、イタリア
とカナダを除いた先進国ではこれが該当す
る。英国も 2 つの指標間の大小関係では確か
に先進国のパターンを踏襲してはいるが、際
立って高いアトラクティブネスも同時に達成
しているという意味で、先進国としては極め
てユニークな成長モデルを構築しているとい
える。そこで本稿では、特に英国のアトラク
ティブネスの高さに注目し、なぜそれを実現
できているのか、また日本への示唆について
論ずることとする。
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いう動きもあった。
図 2 に、2013年における英国平均を100と

した時の、シティ・オブ・ロンドンと、グレ
ーター・ロンドンの従業員 1 人当たり付加価
値額（労働生産性）と週当たりの平均賃金を
示した。金融業、専門サービス業（例：法律
事務所、会計事務所、コンサルティングサー
ビス）が集中しているシティ・オブ・ロンド
ンでは、英国平均の 2 倍の賃金コストがかか
っているのだが、従業員 1 人当たり付加価値

に応えるように、たとえばかつてテムズ川物
流の埠頭として利用されていたロンドン東部
のカナリー・ウォーフ地区が新金融街として
再開発されるなどしたが、それでもオフィス
供給が追いつかず、ロンドンのオフィス賃料
は高騰した。

そのため高価なビジネスコストを負担でき
ない英国企業が地方に移転するという動き
や、新規に投資を考えていたグローバル企業
の中には、最初から地方部に進出を決めると

図2　国際都市ロンドンの各種データ

グレーター・ロンドン全図

2013年英国平均を100とした時の
従業員1人当たり付加価値額

週当たりの平均賃金

266

シティ・オブ・
ロンドン

グレーター・
ロンドン

209

143
131

● ロンドンの人口820万人のうち、5人に1人が外国籍注4。
● ロンドンの人口820万人のうち、3人に1人が外国生まれ注5。
● ロンドンの学校では300以上の言語が話されている注5。
● ロンドンの大学に通う大学生の4人に1人が外国人留学生注6。
● ロンドンの企業売上の半分が外資系企業によって生み出されている注7。
● ロンドンでは6人に1人が外資系企業で働いている注7。

出所）従業員1人当たり付加価値と週当たりの平均賃金は「The Economic Outlook for the City of London」, Oxford Economics, 2014年4月を参照
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英国は他国と比べて海外からの投資を惹きつ
けることができているのかについて論じる。
なお対内投資には、大きく①直接投資、②証
券投資、③その他の投資（貸し付けなど）が
あるが、本稿では外国の事業会社による投資
である直接投資に焦点を当てて論述を進め
る。この背景には、2013年に策定された「日
本再興戦略」の中で、日本が対内直接投資残
高の増大を目標値の 1 つとして掲げているこ
とを意識している。

図 3 に2013年における欧州各国のグリーン
フィールド対内直接投資（新たに法人を設立
する形態の直接投資）の金額を示した。これ
を見ると英国が欧州内で突出していることが
分かる（265億ドル）。実は2013年において、
英国へのグリーンフィールド直接投資は大型
プロジェクトがなくなったことも影響して前
年比で大きく落ち込んでいる。それにもかか
わらず、英国の対内直接投資は他国を寄せ付
けない水準にある。

図 4 は対内直接投資のストック額である。
ストックとは外国企業による過去の対内直接
投資の蓄積残高であるが、英国は1.6兆ドル
と欧州最大のストックが蓄積されている。日
本再興戦略では、「2020年までに外国企業の
対内直接投資残高を35兆円に倍増する」とい
う目標が掲げられているが、これは2013年時
点のスウェーデン、アイルランド（3780億ド
ル）の水準にも届かないということを意味す
る（35兆円＝約3000億ドル、 1 ドル118円換
算）。もちろん「千里の道も一歩から」とい
うように、倍増するという目標は極めて野心
的であるが、対内直接投資に関して英国と日
本には大きな差がある。

額は、英国平均の約2.7倍とコスト以上の付
加価値を生み出している。裏返せば、そのく
らい高い付加価値を出せない企業は、シテ
ィ・オブ・ロンドンには居続けられないとい
うことも意味している。

同様にグレーター・ロンドン全体を見ると、
賃金は英国平均より30％ほど高い一方で、労
働生産性は43％上回っているということで、
コストに見合う付加価値を創出している。

このようにロンドンと地方の格差問題を抱
えながらも、英国政府はアトラクティブネス
の向上に対して本気である。ジェームズ・キ
ャメロン首相の言葉を借りれば「オープンネ
スこそが英国の強み」であり、オープンネス
という方針をやめてはいけないという強い信
念を持っている。

英国政府が2011年 3 月に発表した「成長の
ための計画（Plan for Growth）」では、英国
経済の成長のために①G20諸国の中で最も競
争力のある税システムを作り出す、②事業の
開始、ファイナンス、成長面で、英国が欧州
内でベストな国となる、③投資と輸出を促進
することで、よりバランスのとれた経済構造
を実現する、④より教育を受けた労働力を創
出し、それは欧州内で最も柔軟性が高い労働
力となる、という 4 つの目標を掲げている。
このうちかなりの部分が、外国から英国への
投資を促すことを念頭に置いている。

Ⅱ	なぜ英国のアトラクティブネス
	 は高いのか

1 欧州内で突出している
 対内直接投資

以下では英国への対内投資に注目し、なぜ
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的、制度的、経済的要因などさまざまな要因
が折り重なっていることは間違いない。学問
の分野でも直接投資の決定要因に関する無数
の研究が存在している。fDi Intelligence社
は、2013年に実際に直接投資を行った約2900

2 直接投資の場所はどのような
 要因で決まるのか：一般的な見方

それではなぜ英国はこれだけの対内直接投
資を惹きつけているのだろうか。この問いに
対する答えは極めて複雑で、歴史的、地理

図3　欧州における対内直接投資上位10カ国（2013年、グリーンフィールド投資）

図４　欧州における対内直接投資ストック額上位10カ国＋日本（2013年）
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出所）THE fDi REPORT 2014, fDi Intelligence

出所）World Investment Report 2014, UNCTAD
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具体的には①外部環境、②内部の諸活動、③
競争ダイナミクス、の 3 つの領域である。

ここでは、①外部環境：英国が置かれた外
部環境が対内直接投資に与える影響、②内部
の諸活動：英国の対内直接投資誘致活動の特
徴、③競争ダイナミクス：英国が欧州内での

「持続的」な優位性を維持できている理由、
を考えることとする。戦略家としての見方を
用いる理由は、図 1 （57ページ）、図 3 （61
ページ）、図 4 （61ページ）で示したような
英国の突出したアトラクティブネスは、前述
の選定要因だけでは説明できない戦略的な巧
拙が関係しているのではないかと考えられる
からである。さらに後者の①〜③を論ずるに
当たっては、特に日本と英国の差が大きいと
思われる点に焦点を当てる。これによって最
後に日本への示唆を導出したい。

3 なぜ英国は対内直接投資を
 惹きつけられるのか

（1） 外部環境：英国が置かれた外部環境が

 対内直接投資に与える影響

①欧州先進国間での激しい誘致競争
欧州では先進国の間で激しい企業誘致競争

が行われている。ただし、競争が激しいこと
自体は英国だけの競争優位性を意味しない。
もちろん競争に敗れれば企業誘致に失敗する
ことになるが、激しい競争が切磋琢磨を促
し、それぞれの国のアトラクティブネスを高
める行動につながっていることは確かであ
る。一方、アジアでは新興国・地域を中心に
労働集約的な製造拠点の激しい誘致競争が見
られるが、日本を含めた先進国間の企業誘致
競争は見られない。正確にいうと、先進国間
にも競争はあるのだが日本はあまり強く意識

のプロジェクトについてその動機を調査して
いるが、それによれば、ある国への直接投資
を決めるに当たっての重要な要因は①国内市
場の成長ポテンシャル（45.4％）、②市場・
顧客への近接性（33.0％）、③規制・事業環
境（20.6％）、④熟練労働者の存在（17.7％）
が特に重要となっている（表1）。

しかしこの 4 大項目を英国に当てはめてみ
ると、ほかの欧州国との間に61ページの図 3
に見られるほどの圧倒的な差があるかどうか
には疑問が残る。確かに事業環境の良さにつ
いて英国には世界的な定評があるが、国内市
場の成長ポテンシャルや顧客への近接性につ
いては英国の優位性がほかの欧州の国々と比
較して際立っているとはいえないだろう。

そこで、本章では戦略家が見なければなら
ない 3 つの視点から英国の強みを分析する。

表1　直接投資における場所選定の動機（世界2,900
の直接投資プロジェクトを対象にした調査。
複数選択）

要因 回答率（％）

国内市場の成長ポテンシャル 45.4

市場・顧客への近接性 33.0

規制・事業環境 20.6

熟練労働者の存在 17.7

インフラと物流 8.5

産業クラスター 6.4

生活の質 4.8

政府の支援 4.0

技術・イノベーション 3.1

低コスト 2.5

その他 10.5

出所）THE fDi REPORT 2014, fDi Intelligence
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言実行なのはそれだけではない。2013年には
ほかの欧州諸国に遅ればせながら、パテン
ト・ボックスと呼ばれる税制を導入した。こ
れは知的財産に関連する所得（ロイヤルティ
ー所得）に軽減税率を適用する仕組みで、フ
ランス、オランダ、ルクセンブルク、ベルギ
ーなど欧州中心に導入が進んでいるが、主な
目的は本社（地域本社）や研究開発施設を他
国に逃がさない、あるいは他国から呼び寄せ
るための制度である。競争相手が導入した制
度は素早く取り込むというのは、まさに激し
い競争圧力があるために成し得ることであ
る。

②節税のための本社移転（タックス・イン
バージョン）という動き

震源地は欧州というよりむしろ米国である
が、近年、節税のための本社移転（タック
ス・インバージョン）という動きが活発化し
ている。世界の先進国を見回すと、欧州は激
しい企業誘致合戦のために法人税率を下げる
傾向にあり、気が付くと米国と日本だけ法人
税率が高いという状況が生み出されてしまっ
た。そこで米国の大手企業が欧州やカナダな
どに本社を移転してしまおうという動きが見
られるようになったのである。

英国はこの動きをチャンスと捉えているの
に対して、米国は極めて大きな問題と受け止
めている。たとえばドラッグストアチェーン
のウォルグリーンが、スイス企業買収に伴い
スイスへのタックス・インバージョンを実行
するのではないかという憶測があったのに対
して、2014年 8 月 6 日に経営陣は本社移転し
ないと正式発表を行った。またバーガーキン
グがカナダのドーナツ企業ティム・ホートン

していないため、シンガポールや香港に企業
誘致のチャンスを奪われているともいえる。

欧州の先進国の間では、機能面においては
地域本社や研究開発、産業分野でICT（Infor-
mation and Communication Technology）、
バイオテクノロジー、ライフサイエンス、再
生エネルギー、アドバンスト・エンジニアリ
ング、クリエーティブ産業など、かなり似通
った分野をターゲットに企業誘致活動が行わ
れている。ターゲットが似通っているので各
国の競争意識も高く、他国との差別化に各国
が苦心するのも当然である。

特に地域本社機能は、英国、オランダ、ド
イツが欧州の三大巨頭であり、この 3 カ国の
いずれかに欧州統括拠点を持っている日本企
業も多い。英国貿易投資総省（UKTI）資料
によると、2014年 4 月時点で英国に欧州統括
拠点を持っている日本企業は154社ある。

欧州の三大巨頭のうち英国とオランダは、
かつてアジア貿易で競合していた国でもあ
る。1600年設立の英国東インド会社と02年設
立のオランダ東インド会社は、アジア貿易の
覇権をめぐって100年以上にわたり争ってい
た。最終的にはオランダ東インド会社が粉飾
決算の果てに倒産してしまい、英国東インド
会社の優位性が確立されるのだが、今から数
百年前にアグレッシブネス面での激しい競争
を行っていた両国が、現代ではアトラクティ
ブネスにおいても激しい競争をしているとい
うのは興味深い。

英国のキャメロン政権は、事業環境向上プ
ランを着実に実行している。2010年の就任時
に28％だった法人税率を14年時点で21％に下
げ、さらに15年には20％にまで下げることで
G20諸国中最低レベルにする予定である。有
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（2） 内部の諸活動：英国の対内直接投資

 誘致活動の特徴

①欧州事業のゲートウェイとしての英国
次に英国の対内投資誘致活動そのものに注

目しよう。英国貿易投資総省（UKTI）や地
域の開発公社による誘致活動で、共通して強
いメッセージとなっているのが、「欧州事業
のゲートウェイとしての英国」の位置付けで
ある。なお文中の「ゲートウェイ」について
は、「ハブ」「サポート機能」という言葉に置
き換えられることもあるが、グローバル企業
による欧州事業の重要なパートを英国が担う
という強いメッセージが一貫して込められて
いる。すなわち、英国市場だけをアピールす
るのではなく、誘致対象企業の欧州事業全般
という視点を前面に打ち出し、誘致活動もこ
の方針に一貫して沿ったものとなっている。

オランダなど競合国も同様のメッセージを
前面に出しているが、欧州ゲートウェイ作戦
で英国が優位に立っている要因の 1 つが事業
環境整備への取り組みであろう。英国は世界
銀行の「事業のやりやすさランキング」で 8
位となっている（表 2 ）。このランキングは
新規法人設立、新規建設許可、不動産の登
録、税金の支払いなど10項目のサブカテゴリ
ーから総合的に評価されている。欧州内では
4 位のデンマーク、 6 位のノルウェーについ
で 3 番目であり、ドイツ（14位）、オランダ

（27位）、フランス（31位）などの競合国より
も高い。

これはつまり、初めて欧州に拠点を立ち上
げるグローバル企業にとっては、英国の敷居
が低いということである。ちなみに日本は29
位と、シンガポール（ 1 位）、香港（ 3 位）、
韓国（ 5 位）などに大きく差をつけられてい

ズを買収してカナダへのタックス・インバー
ジョンを検討しているという報道がなされる
など注8、米国政府には大いなる脅威と映っ
ている。

米国から英国に本社を移した会社もある。
保険会社のエーオン（AON）は、2012年に
本社を米国のシカゴから英国のロンドンに移
した。この目的について同社は節税が主な理
由ではないと述べているが、有価証券報告書
の中で「地理的な収入の分布を変えること
で、グローバルな実効税率を大幅に下げ、将
来のキャッシュフローを増やすことができ
る」と述べており、税も理由の 1 つであるこ
とは認めている。

表2　事業のやりやすさランキング（2014年）

順位 国・地域

1位 シンガポール

2位 ニュージーランド

3位 香港

4位 デンマーク

5位 韓国

6位 ノルウェー

7位 米国

8位 英国

9位 フィンランド

10位 オーストラリア

14位 ドイツ

27位 オランダ

29位 日本

31位 フランス

出所）http://www.doingbusiness.org/rankings
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極的な姿勢を表明している。

②地方の誘致力
英国政府は地方活性化、特に雇用創出の面

でグローバル企業の直接投資を極めて重視し
ている。英国の対内直接投資の地域別動向を
見ると、ロンドンが656件と全体の 4 割弱を
占めている（図 5 ）。ロンドンのGDPが英国
全体の22％（2012年）であることを考えれ
ば、いかにロンドンが外国からの直接投資を
集めているかが分かる。だからといって直接
投資がロンドンに集中していて、地方の企業
誘致チャンスを全て奪っているかというと必
ずしもそうではない。スコットランドやウェ

る。
興味深いことに、英国への対内直接投資の

国別内訳を見ると、近年ではドイツやフラン
スなど欧州域内の企業からの投資も増えてお
り、中には本社機能を英国に移転する企業も
あるなど、同じ欧州の企業であっても英国で
の事業のやりやすさが大きな魅力となってい
ることがうかがえる。

欧州事業のゲートウェイという視点では、
欧州連合（EU）の専門機関の存在も大き
い。EUは科学技術や経営上のタスクに関す
る汎欧州の専門機関（エージェンシーと呼ば
れる）を設置して、特定分野における政策立
案に関与している。2014年12月時点で37の専
門 機 関 が 存 在 し て お り、 英 国 に はEMA

（European Medicines Agency：欧州医薬品
庁）、EBA（European Banking Authority：
欧州銀行監督局）、EPC（European Police 
College：欧州警察大学校）の 3 つがある。
EUはさまざまな国に専門機関を分散させて
いるため英国には 3 つしかないが、銀行業、
製薬業に携わる欧州以外の企業であれば、欧
州進出の拠点としてまず英国を候補に入れる
のは自然の成り行きであり、銀行業のよう
に、既存の産業集積があればなおさらであ
る。

また英国は欧州に限らず、より広い世界に
向けたゲートウェイ作戦も展開している。た
とえば、2013年10月に、ロンドンで世界イス
ラム経済フォーラムを開催、キャメロン首相
はスピーチの中で、ロンドン証券取引所での
イスラム・インデックス導入、また英国がイ
スラム教国以外で初めてイスラム債（スクー
ク）を発行するというプランを発表したよう
に、イスラムマネーの取り込みについても積

図5　英国の地方別対内直接投資プロジェクト数（2013/14年）

122

スコットランド
北アイルランド

イングランド
（ロンドン除く）

ロンドン

ウェールズ

総計1,773プロジェクト

50

79

840

656

注）1,773プロジェクトの中には複数地域にまたがるプロジェクト26件も含まれている
出所）Inward Investment Report 2013-14, UKTIより作成
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ス・アウトソーシング）、金融サービス、ラ
イフサイエンス・バイオテック、石油・ガ
ス、再生エネルギー、テクノロジー、繊維の
7 分野を挙げている。BPO機能などは、ま
さにスコットランドを「欧州事業のサポート
拠点」と位置付ける狙いであり、ライフサイ
エンス分野などはスコットランドにある大
学・研究機関との共同研究を通じて、欧州だ
けでなく世界的な事業へと発展させるという
狙いがある。スコットランドの外資企業誘致
実績は目覚ましく、マイクロソフト、東芝、
グラクソ・スミスクライン、IBMといったグ
ローバル企業がBPOセンターや世界的な研
究施設などを設置している。

これらの分野でグローバル企業の投資を後
押ししている重要な存在として大学に注目し
たい。英国はロンドンだけでなく地方部にお
いても極めて水準の高い大学が多数存在して
いる。Times社の「世界大学ランキング2013
─2014」を見ると、英国の大学は200位以内
に29校が入っているのに対して、ドイツは12
校、オランダは11校、フランスは 7 校と、欧
州内での差は歴然としている（日本は 5 校）。
そしてこの差はそのまま企業誘致の差にも表
れているといえる。

その英国の29校のうち、ロンドンにあるの
が 7 校、残り22校は地方部にある。特に地方
部の大学は企業誘致に関して 2 つの面で大き
な貢献をしている。 1 つは共同研究相手とい
う面であり、もう 1 つは、世界中から人材を
集める能力があるという面である。スコット
ランドには15の大学があり、上記のTimes社
ランキングにはエジンバラ大学、グラスゴー
大学、セントアンドリュース大学の 3 校が200
位以内にランクインしている。この 3 校は歴

ールズ、北アイルランドもグローバル企業の
投資誘致に成功しており、ロンドンを除くイ
ングランド地方も840件の投資プロジェクト
を誘致できている。

59ページの図 2 で示したように、ロンドン
は事業コストも高く、それに見合う付加価値
を創出できない企業はロンドンから移転、も
しくは最初から地方での拠点設置を検討す
る。そのため地方部にもグローバル企業誘致
のチャンスは十分ある。ロンドンが高付加価
値を創出できるグローバル企業を誘致する一
方で、地方部ではそれ以外のグローバル企
業、もしくは高付加価値企業であっても研究
開発機能やコールセンターなどそれ自体では
高コストを負担できない機能を誘致するとい
うシナリオである。大都市ロンドンのアトラ
クティブネスが高まり事業コストも高騰する
ことで、地方部の誘致チャンスが増えるとい
う側面も忘れてはいけない。

そこで以下では地方部の事例としてスコッ
トランドの対内直接投資誘致活動を紹介す
る。英国北部に位置するスコットランドは、
人口約520万人、面積約 7 万9000km2で、日
本でいえば北海道（人口540万人、面積 8 万
3000km2）に近い。スコットランドで誘致活
動を担っているのは、SDI（Scottish Devel-
opment International：スコットランド国際
開発庁）という組織である。この組織は極め
てグローバルな展開をしており、スコットラ
ンド内に13カ所の拠点を持つだけでなく、北
中米 8 カ所、アジア太平洋地域には日本を含
めて12カ所、欧州（スコットランド以外）に
9 カ所の拠点がある。

スコットランドは、対内直接投資のターゲ
ット産業として、BPO（ビジネス・プロセ
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その機会を十二分に活用する能力に長けてい
る。これは最近に始まったことではなく、歴
史的に見ても英国の得意とするところである
が、その顕著な例は1851年にロンドンで開催
された万国博覧会（万博）であろう。自国の
産品だけを展示する内国博覧会はすでにパリ
で18世紀末から開催されていたが、自国産品
だけでなく世界中の産品が一堂に会する万博
は、この1851年のロンドンで開催されたもの
が世界初である。今では当たり前のように開
催されている万博だが、当時は自国以外の産
品も展示するというのは画期的なことであっ
た。

英国が万博を企画した背景には、大英帝国
植民地の産品をアピールしたいという意図も
あったが、競争相手である米国やドイツ、フ
ランスの出品を認めるあたりからも、英国の

「オープンネス」に対する伝統的ともいえる

史も極めて長い。外国人留学生比率が10％を
超えている大学も多く、ウィリアム王子とキ
ャサリン妃が卒業したセントアンドリュース
大学では留学生比率が 4 割近くに達する（表
3 ）。

スコットランドにグリーンフィールド投資
を考える外国企業からすれば、スコットラン
ドにはさまざまな国からの留学生がおり、研
究分野によっては世界のトップを走っている
ので、英国内だけでなく他国も含めた事業展
開を視野に入れやすく、英国の誘致戦略であ
る「英国を欧州事業のゲートウェイに」とい
う方針を人材面、研究開発面から支えている
といえる。

③イベントを通じて
	 自国をショーケースにする能力
英国は自国のイベントを世界中に発信し、

表3　スコットランドの主な大学における外国人留学生比率（10％以上の大学を抜粋）

大学名 外国人留学生比率（％） （参考）大学の設立年次

セントアンドリュース大学 38.0 1410年

ヘリオット・ワット大学 25.6 1821年

アバディーン大学 24.5 1495年

エジンバラ大学 24.4 1582年

クィーン・マーガレット大学 20.6 1875年

エジンバラ・ナピエ大学 19.2 1964年

グラスゴー大学 15.6 1451年

ダンディー大学 12.5 1881年

ロバート・ゴードン大学 12.5 1750年

ストラスクライド大学 10.8 1796年

注）初等学位（�rst degree）を取得した学生の中での外国人比率
出所）外国人留学生比率は以下のウェブサイトより
 http://www.thecompleteuniversityguide.co.uk/international/international-students-the-facts/by-university/
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五輪前の2.8兆円には、観光客の消費やスタ
ジアム建設、再開発などの投資による経済波
及効果が含まれている。このような建設波及
効果や観光客による消費拡大効果は、ロンド
ン五輪でなくとも類似イベントであれば必ず
発生するものだが、ここで特筆すべきは五輪
後の経済効果（4.1兆円）である。

五輪前の経済効果よりも大きい効果を見込
んでいるが、大きくは①五輪をきっかけとし
た対内直接投資、②ロンドン五輪で培った経
験を活かしたその後の五輪（ソチ五輪やリオ
デジャネイロ五輪）での案件獲得、③五輪関
連で増大した輸出、が含まれている。

五輪後の経済効果推計4.1兆円のうち、2014
年時点ですでに2.4兆円が実現されており、そ
のうち8,000億円は五輪後の対内直接投資で
ある。中国企業によるロンドン近郊の再開発
など大型案件も含まれている（表 4 ）。

ロンドン五輪から事後的な効果も最大限生
み出すことを意図して活動している 2 つの組
織がある。 1 つはUKTIが設立した「BBE

（British Business Embassy）」というビジネ
スイベントである。BBEはロンドン五輪期
間中には63カ国から4000人以上のビジネスリ
ーダーを招待、閣僚やロイヤルファミリーが

信念をうかがうことができる。第 1 回ロンド
ン万国博覧会には約140日の会期中にのべ600
万人が来場、産業革命で多くの発明を成し遂
げていた英国は、蒸気機関車、紡績機械、自
動農機具、封筒製作機など最新技術を満載し
た産品を世界に向けて発信した。英国の紡績
機械は幕末から明治時代にかけての日本も数
多く輸入している。いわゆる万博をショーケ
ースにした輸出促進活動のはじまりで、国の
アグレッシブネス強化の一環としてイベント
をフル活用した例と言い換えることができる
だろう。

翻って現代の英国を見ると、アグレッシブ
ネス強化という目的に加えて、グローバル企
業誘致などを目的としたアトラクティブネス
強化のためにもイベントを十二分に活用して
いる。2012年のロンドン五輪がその最たる例
であるが、五輪を単なるスポーツイベントで
終わらせるのではなく、これを契機とした英
国への投資誘致活動も積極的に行っている。

2012年のロンドン五輪は、大会組織委員会
がその経済波及効果を五輪前（04〜12年）で
2.8兆円、五輪後（13〜20年）で4.1兆円と推
計している（粗付加価値ベースで上限値の数
値を採用。 1 ポンド170円で計算。以下同）。

表4　ロンドン五輪をきっかけとして五輪後に決まった外国企業の直接投資事例

企業 投資内容

ABP（中国） テムズ河畔のロイヤル・アルバート・ドックの大規模再開発事業（商業コンプレックス）。
中国企業による対英投資で過去最大（約2,000億円）。

Dalian Wanda Group（中国） テムズ南岸のナイン・エルムス地区の再開発事業。高級ホテル、アパートメントの建設（約
1,200億円）。

West�eld（オーストラリア） ロンドン南部のクロイドンにあるショッピングセンターの再開発。英国のHammerson
社との共同事業（約1,700億円）。

出所）Inspired by 2012: The legacy from the Olympic and Palalympic Games- Second annual report、Mayor of Londonより作成



69英国に学ぶ競争力強化の方策

国にも出先機関を設置して誘致活動を行って
いる。かつてはイングランドも地方別に複数
の開発公社を持っていたが、2012年に解散
し、現在はローカル・エンタープライズ・パ
ートナーシップ（LEP）という制度を導入し
た。これは地方自治体と地元企業による自発
的なパートナーシップで、地域独自のニーズ
を基に経済成長と雇用創出を実現することを
目的とした組織である。だが、2012年の対内
直接投資で、ロンドンは堅調に実績を上げた
ものの、多くの地方部でプロジェクト数が減
少したことから、イングランドの開発公社廃
止は失敗ではなかったかという議論も出てい
る注9。

しかし対内直接投資は息が長いプロジェク
トで各年の変動幅も大きいことから、一時的
な落ち込みで評価するのは時期尚早であろ
う。なお、2013年時点で39のLEPが申請され
ている。たとえばマンチェスターがライフサ
イエンス分野を重点ターゲットの 1 つに位置
付け、2014年 5 月に大阪で「医療機器×英国
マンチェスター」セミナーを開催するといっ
たように、海外での活動を活発に行っている
ところもある。

制度以上に注目したいのが、投資誘致活動
を担っている人材である。日本と英国でこれ
らの誘致活動を担っている組織にインタビュ
ーをすると、スタッフのバックグラウンドに
ついて気が付くことがある。それは、ほぼ例
外なく民間企業出身者だということである。
もちろんUKTIの職員のように大学卒業後ず
っと官庁勤めというケースもあるが、現場で
誘致活動を担っている人材は民間企業出身者
が圧倒的に多く、誘致活動は民間企業での営
業・マーケティング活動と本質的に変わらな

もてなした。BBEは現在もビジネスイベン
トを開催している。

もう 1 つは文化・メディア・スポーツ省が
立ち上げた「オリンピック・パラリンピッ
ク・レガシー・ユニット」である。これはロ
ンドン五輪の「レガシー」を経済、文化、ス
ポーツ面でできる限り長く継続させることを
目的としており、経済活動だけでなくスポー
ツを通じた健康促進などさまざまなレガシ
ー・プロジェクトに関与している。

こういった活動に共通しているのは、全世
界の目が集まるイベントをビジネスにもフル
活用しようという強い姿勢である。閉会式で
五輪が終わるのではなく、その後の数年間に
わたる再開発事業やテナント誘致など、イベ
ントがもたらすバリューチェーン（価値連
鎖）を極めて長く設定しているところに特徴
がある。

④民間企業出身者を中心とした
	 中長期的な誘致活動
英国の対内直接投資を担っている省庁は

UKTIであり、UKTIの出先機関として、各
国の英国大使館内に対内直接投資を担当する
部署が設置されている。日本においても駐日
英国大使館内に同部署が設置されており、東
京、大阪合わせて20人ほどのスタッフが専門
部隊として働いている。ターゲットとする産
業別にチームが編成されていて、ICT、ライ
フサイエンス、金融、エネルギー、アドバン
スト・エンジニアリングの5チームがある。

このほかに、前述したスコットランドのよ
うに、地方の開発公社が存在している。スコ
ットランド国際開発庁、ウェールズ政府、北
アイルランド開発庁があり、日本を含む諸外
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事業資産の魅力について述べることとする。

①外国の企業から見て魅力的な英国企業
英国企業に競争力が強いイメージはないか

もしれない。そもそも英国の企業を挙げよと
いわれても、「グローバル企業に買収されて
いるところばかりでどこも思い浮かばない」
という人も少なくはないだろう。しかし実
は、そこがポイントなのである。収益性には
問題のある企業だったとしても、その企業が
持っているグローバルな事業資産、経験、ブ
ランド、人材などの有形･無形の資産は、外
国の企業にとって魅力があるからこそ買収さ
れているのである。資産に魅力がなければ、
どこにも買収されず倒産するだけである。

2011年 9 月10日の英『エコノミスト誌』記
事の内容を、以下に要約しよう。英国は外国
の企業による英国企業買収に対して寛容であ
る。世界銀行のデータを見ると、2000〜10年
の間に新興国の企業が英国で買収した額は
1290億ドルに上る。その筆頭がインドのタ
タ・グループで、テトリー（紅茶）、コーラ
ス（鉄鋼）、ジャガー・ランドローバー（自
動車）、ブルンナー・モンド（化学）など、
いずれもかつての英国を代表する企業を買
収、その結果、タタ・グループは製造業分野
で英国最大の雇用主になっている。大英帝国
時代からの動きであった英国からインドへの
投資は、完全に逆転してしまったのである。

同誌によれば、英国企業は特に新興国の企
業にとって喉から手が出るほど手に入れたい
2 つの魅力的な資産を持っている。それは人
材と世界的なブランドである。人材について
は世界の制度に通暁した法務人材や会計士、
またブランド構築のノウハウを持った人材で

いという意識の下で動いている。
誘致を成功させているチームには、次の 4

つの特色があるように見える。①競合国の取
り組みに関する情報収集能力が高い。②チー
ムとして仮説構築能力が高く、英国への投資
を考えていない会社に対しても仮説を示して
先方の関心を想起することができる。③最低
でも 5 年という中長期スパンで誘致活動を考
え、短期で結果が出ないからといって誘致活
動を打ち切らない。④誘致活動が中盤から終
盤に差しかかると、投資銀行や監査法人など
民間のパートナー企業を使って手厚いサービ
スを提供する。

（3） 競争ダイナミクス：

 持続的なアトラクティブネスの維持

第Ⅱ章の最後に、なぜ英国は欧州内での対
内直接投資に関して持続的な競争優位性を保
っているのかについて言及したい。確かに英
国は、世界銀行の「事業やりやすさランキン
グ」にあるように、事業のやりやすさは欧州
諸国の中で高く、他国がなかなか追随できな
いように見える。しかし世界を見渡すと、事
業環境が劣悪な新興国への投資が盛んなよう
に、事業環境の良しあしは必ずしも投資決定
の最優先事項ではなく、それ以外の魅力がな
ければ持続的な優位性を確立できない。

新興国の場合、それは市場のアトラクティ
ブネス（規模と成長性）であるが、英国を含
めた先進国については、市場規模はまだしも
成長性はそこまで期待できない。しかし英国
にはそれを補うに余りある魅力的な資産が存
在している。そのうちの 1 つは前述した大
学・研究機関であるが、ここではもう 1 つの
資産として英国企業が保有する有形・無形の
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そうになれば抵抗するという方が自然とも思
える。同じく英エコノミスト誌によると、英
国人は外国の企業による英国企業買収につい
て多少なりとも不安は感じている。しかし不
安の大部分を解消したのは、実は日本企業で
あった。「グローバル企業の進出を心配する
ことはない」という事例として英国人が必ず
挙げるのは、1980年代の日本企業による英国
の自動車産業の再生である。当時、競争力が
低下して衰退の一途をたどっていた英国の自
動車工場は、日本企業に買収された後、雇用
が引き続き提供されるだけでなく、生産性も
全英トップレベルに改善された。「だから外
国企業の買収について心配することはない」
という話である。

②外国人による売買を奨励さえしている
	 不動産市場
英国が持続的に魅力を放っているもう 1 つ

の資産として、不動産を取り上げよう。英
国、特にロンドンの不動産は、外国人投資家
に人気が高い。不動産エージェントのサヴィ
ルズ社によると、ロンドン中心部で新たに建
設された不動産の70％近くは外国人が購入し
ている。ロシアや中国、マレーシアといった
新興国の富裕層が多く、資産の安全かつ魅力
的な投資先として英国（特にロンドン）の不
動産が選ばれている。

日本と比較すると英国の不動産売買の手続
きは極めて単純で、売り手、買い手それぞれ
がソリシター（事務弁護士）と呼ばれる人を
代理人にして、安価な費用で煩雑な手続きを
全て代行してもらうのである。

また税制を見ると、外国人による不動産売
買を奨励さえしている。たとえば、不動産売

あり、特に消費財を扱っている英国企業であ
れば、これまでにグローバルな視野で構築し
てきたブランドと販路がある。テトリー紅茶
などはその最たる例だ。

英国企業には、サービス業でもグローバル
な活動をしているところが多い。MV Global 
Transport Logistics社は、五輪をはじめとし
た各種スポーツイベント時の総合交通ソリュ
ーションを提供している会社であるが、2012
年のロンドン五輪をはじめ英国国内の各種ス
ポーツイベントを手がけるだけでなく、その
ノウハウを武器にロシア、北米・中南米、中
東などでの五輪、サッカー大会などでもその
手腕を発揮している。むしろ新興国のように
大規模イベントの運営経験が乏しい国におい
て需要が高いともいえる。

英国にはこのように、ニッチであるがグロ
ーバルなサービス・ソリューション・プロバ
イダーが多数存在しており、世界的に見ても
異彩を放っている。英国企業のグローバル事
業経験とそれを支える人材が、外国の企業に
は極めて魅力的に映るのである。つまり、英
国企業のアグレッシブネスの高さ自体が、ア
トラクティブネスの源泉になっているという
わけである。

また英国は企業買収のオープンネスに関し
ても、ほかの先進国より図抜けている。ペプ
シコ社がフランスのダノン買収を検討した際
に、フランス政府が「ヨーグルトは戦略的産
業である」と認定してこれを阻止したが、英
国ではそのような心配はない。

しかし自国の象徴ともいえる企業が外国の
企業に買収されて、心理的抵抗感はないのだ
ろうか。むしろフランス政府のように、自国
を代表する企業がグローバル企業に買収され
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てこれを支援するために、企業にとって魅力
的な税制や事業環境を整備し、世界中から人
材を集め、分野によっては世界最先端を走っ
ている大学や、世界の金融センターとしての
地位を確立しているシティ・オブ・ロンドン
の存在など、既存の資産をテコに誘致活動を
行っている。

誘致を行っている組織も、人員に民間企業
経験者が多く、業界知識はもとより、誘致に
成功しているチームでは仮説構築能力も備え
ており、受け身ではなく先を見越した営業・
マーケティング活動を行っている。またロン
ドン五輪など全世界の注目を浴びるイベント
を企業誘致活動にもフル活用し、イベント終
了後の再開発やテナント誘致など、イベント
のバリューチェーンを広く長く想定している
ことも特徴である。

さらに、製造・非製造業にかかわらずグロ
ーバルな経験、ブランド力、人材を保有して
いる英国企業自体が、外国の企業には提携先
もしくは買収先として魅力的に映るというこ
ともあり、英国の持続的な競争優位性につな
がっていると思われる。そこで最後に、英国
の取り組みから日本への示唆として以下の 5
点を挙げる。

1 競争相手の設定と
 アンテナの感度向上

そもそも日本は、対内直接投資という点で
の危機意識が低い。製造機能の流出という点
での危機意識は高い反面、グローバル企業の
地域統括拠点や研究開発拠点の誘致競争があ
るという点についての危機意識は極めて低
い。その背景には 2 つ考えられる。 1 つはシ
ンガポールや香港を除けば、周りに競争相手

却時のキャピタルゲイン課税は、英国人オー
ナーに対して28％課されるのに対して、外国
人オーナーに対しては非課税である。ただし
これは近年、英国内の批判も高まったため、
オズボーン財務大臣は2015年 4 月より外国人
オーナーにもキャピタルゲイン課税を導入す
ると発表している。

日本の固定資産税に相当するカウンシル・
タックスについても、不動産が空き家もしく
はオーナー自身が住んでいる場合はオーナー
が支払うが、賃貸の場合は入居しているテナ
ントが支払うという仕組みで、オーナー重
視、しかも海外に住む外国人投資家による
Buy-to-let（買って貸す）スキームを奨励し
ているとさえいえる。

Ⅲ	アトラクティブネス
	 向上のための日本への示唆

ここまで英国のアトラクティブネス向上へ
の取り組みを概観してきた。英国を取り巻く
外部環境として、欧州先進国間での激しい企
業誘致合戦があり、さらにその背景にはグロ
ーバル企業による直接投資と国境をまたいだ
拠点の移動が以前よりも活発化していること
が挙げられる。これによって英国は、ある意
味では否応なく自国のアトラクティブネスを
高めざるを得ないのだが、歴史的にも「オー
プンネス」を国の競争力の源泉と位置付けて
いることもあって、その面では他国よりも先
行している。

対内直接投資に着目すると、英国は中央政
府も地方政府も一貫して「欧州のゲートウェ
イとしての英国」というメッセージを発信し
てグローバル企業の投資を促している。そし
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かである。
英国の場合、ドーバー海峡の幅が34kmで

あるように、大陸欧州と物理的な距離が極め
て近く、経済水準も近い。またさまざまな制
度がEU内で統一されていることから、たと
えば英国で作った製品の仕様がフランスやド
イツでは通用しないといったことは起こらな
い。ところがアジアを見ると、日本はそもそ
も大陸との物理的な距離があり、経済水準も
相当違うことから、日本市場向け製品は日本
仕様で、中国市場向け製品は中国仕様でとい
った具合に、製品の仕様が分断されやすい。
また製品規格が違うことから、日本市場で売
られている製品がASEAN諸国では使えない
といった問題も起こり得る。

このように日本が抱える不利な点を理解し
つつも、日本をアジア事業のゲートウェイに
する可能性を 3 つ指摘しておきたい。 1 つ目
は英国同様、研究開発拠点の誘致である。ス
コットランドが基礎研究拠点としてグローバ
ル企業を誘致しているように、特に基礎研究
の面でゲートウェイになる可能性がある。 2
つ目は、アジアの優秀な人材を見つけられる
場所になることである。そのためには、次に
述べるように日本の大学のアトラクティブネ
ス向上が必須である。 3 つ目は、トレンドセ
ッターとしての役割を果たすことである。英
国は、分野によっては欧州でその役割を果た
している。ゲーム業界には、英国で流行した
ものがじわじわとフランスやドイツで売れる
という傾向があるが、日本もそのような役割
を果たすのである。あるいは、英国に欧州薬
品庁があることが関連産業を誘致する上での
強みになっているように、日本においても何
らかの業種・機能面に関する汎アジア組織を

がいないためである。もう 1 つは、日本企業
は欧米の企業と異なり、実効税率が少し違う
というだけで本社を他国に移転することもな
く、危機感が醸成されないためである。

日本の危機意識醸成という意味では、たと
えばシンガポールを競争相手として明確に設
定して、成果も比較した上で評価するという
ことが考えられる。事業環境を改善するため
の施策は、必ずしも日本が最先端である必要
はなく、シンガポールが導入した制度の後追
いでも構わないのである。欧州を見ても、新
しい税制やドラスティックな改革はオランダ
が先行しているケースが多いが、経済規模の
大きい英国が後追いであっても同様の政策を
導入すると、世界中で大きなニュースとな
り、より大きなインパクトをもたらすことも
ある。

そのためには他国の動静に関するアンテナ
の感度を高めることも必要で、英国の対内直
接投資を担当しているスタッフは、オランダ
やフランスなどの欧州諸国だけでなく、シン
ガポールなどアジアの国々も競合国と考えて
動向を注視している。

2 アジア事業のゲートウェイ
 としての日本

企業誘致に当たっては、日本も自国市場だ
けをアピールするのではなく、アジア事業の
ゲートウェイという視点をより強めることが
必要ではないだろうか。九州地方は大陸への
近接性もあり、以前からこのコンセプトを打
ち出しているが、ほかの地方でも同様に必要
であろう。一方で「日本はアジア事業のゲー
トウェイ」というコンセプトは、英国のゲー
トウェイ作戦と比べると難易度が高いのも確
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5 アグレッシブネスと
 アトラクティブネスの相互強化

本稿では国の競争力のうち、アトラクティ
ブネスに焦点を当てて論を展開してきたが、
日本企業にはこれまで通り、輸出や対外直接
投資を通じたアグレッシブネスの強化も必要
である。それは、グローバルな事業経験が豊
富な英国企業が外国の企業にとって魅力的に
映るのと同様に、アグレッシブネスの向上が
アトラクティブネスの向上にもつながるから
である。

その逆もまた真なりで、訪日観光客の増加
など、日本のアトラクティブネス向上は日本
の製品やサービスに対する海外での需要を高
め、結果としてアグレッシブネスの向上にも
つながるはずである。日本は先に示したとお
り、アグレッシブネス、アトラクティブネス
ともに低く、特にアトラクティブネスが低い
という状況である。これからの日本は特にア
トラクティブネスの向上に注意を振り向け
て、結果として両指標をバランス良く強化す
るというシナリオを描く必要があるだろう。

注

1 ここでのロンドンはグレーター・ロンドンを指
す。グレーター・ロンドンとはロンドンの最高
レベルの行政区画のこと。シティ・オブ・ロン
ドンと32のロンドン特別区がその範囲。

2 出所：2014 Global Destination Cities Index, Mas-
ter Card。

3 グレーター・ロンドン内の 1 地区。ロンドン中
心部の地域を指す。

4 以下の資料を参照。
 Annual Population Survey （APS）/Labour 

Force Survey （LFS）, ONS, よりTable 2.1: Esti-
mated population resident in the United King-
dom, by nationality3,4,5

設置できれば強みになるだろう。

3 地方の大学の
 アトラクティブネス向上

これは特に、地方のアトラクティブネス向
上に寄与すると思われる。最近では地方の大
学が地元の企業と共同でユニークな商品を開
発し、国内販売だけでなく輸出も手がけるな
ど、アグレッシブネス向上への取り組みが盛
んである。ただそれと同時に大学のアトラク
ティブネスを上げて、海外からの投資を呼び
込む拠点にするという視点も重要である。海
外から優秀な人材を集めることができれば、
日本人学生にとっても大きな刺激となるであ
ろう。

シンガポールは、一流大学の存在が企業誘
致にもたらす影響をよく理解しているように
見える。フランスのビジネススクールIN-
SEADのキャンパス誘致など、現地に行かず
とも高い水準の教育が受けられる場を設けて
いる。自前で大学のアトラクティブネスを高
めるのは時間がかかるため、一流の大学、講
師陣を外から呼び寄せているのである。

4 2020年東京五輪の大活用
2020年東京五輪には、ロンドン五輪の取り

組みが参考になる。特に五輪後も見据えた経
済効果をどう生み出すかという視点で、イベ
ントのバリューチェーンを広く長く設定する
ことが必要である。東京をショーケースにし
て、五輪期間前からグローバル企業の誘致活
動を行い、五輪期間中のビジネスイベント開
催、さらに2020年の五輪終了後も五輪の「レ
ガシー」をもとにした外資企業テナント誘致
や再開発を進めるのである。
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C H I N A
F I N A N C I A L
O U T L O O K

金融の正規化を進める中国金融当局
神宮  健 過去数年間、市場主導で進んできた金利自由化や資産証券化が、

今後は、規制緩和や規制の整備を通して徐々に正規化され、中国金
融全体に広がることが期待される。

証券化のさらなる規制緩和
第二は資産証券化の動きである。

中国における資産証券化は、銀行間
市場の融資資産証券化（銀行業監督
管理委員会管轄）と証券会社の企業
資産証券化（証券監督管理委員会管
轄）の 2 つのルートで公式には進
んできた。しかし実際のところは、
シャドーバンキングにおいて信託商
品などを使った事実上の証券化が市
場主導で進んでおり、また、インタ
ーネット上の資金運用商品なども同
様の状況と見られる。

こうした中で、当局側も2013年
には資産証券化業務を試行段階から
通常業務化にするなどの措置を採
り、それを受けて、14年には、証
券会社が企業から譲渡された売掛債
権を基に組成した資産証券化商品を
販売する例や、基金管理会社（以下
基金会社）注5の子会社が小額貸付や
売掛債権の証券化商品をつくる例な
どが見られるようになった。

基金子会社は、2012年以降、基
金会社が私募ファンドの運用やファ
ンド販売を行うためにつくったもの
であるが、過去数年間はいわゆるシ
ャドーバンキングのチャネルに使わ
れてきた経緯がある。当局がシャド
ーバンキングを抑制する中で、上述
の動きは基金会社子会社が本来的な
証券化業務に戻る動きといえるが、
基金子会社の資産証券化業務につい

として挙げているが、2013年の「余
額宝」注1ブームに続いて14年には
P2P金融注2が話題になるなど、ネッ
ト金融を中心に小口の自由金利商品
が市場主導で次々と現れている中
で、市場から金利自由化を催促され
ている感は否めない。

また、人民銀行は、今後、適時に
企業・個人向けの大口預金などを導
入するとしており、今後、金利自由
化は従来から示されてきた順序通り
大口預金から進んでいくことになる。

さらに、預金金利自由化の前提条
件とされる預金保険制度について
は、人民銀行が11月に2015年 1 月
の預金保険制度開始について検討す
る会議を開催し、続いて国務院が「預
金保険条例」草案を発表した注3。

一般に、預金保険制度は、預貸金
利自由化後に預貸金利差が縮小して
経営難の金融機関が現れる可能性が
あるために必要とされる。ただし、
中国の場合、預金保険制度がないと
いう現状が事実上、暗黙の預金全額
保証となっており、今のままで預金
金利を自由化するとモラルハザード
が発生するおそれがあるため、保護
される預金に上限を設けた預金保険
制度が必要ともいえる注4。いずれに
しても預金保険制度導入から預金金
利自由化へという流れが視野に入っ
てきた。

最近数年間の中国金融を見ると、
銀行のオンバランス取引を中心とす
る伝統的な金融取引と規制のかから
ない金融取引（シャドーバンキング
や一部のインターネット金融）の並
存、それに伴う規制アービトラージ
が一つの特徴となっている。規制の
かからない金融取引は、金融システ
ムに対する潜在的なリスクとなる一
方で、新たな金融の形を示し市場主
導で金融自由化を進めている面もあ
る。人民銀行をはじめとする金融当
局は規制緩和や規制の整備を進める
ことで、こうした動きに応えている
ように見える。

金利自由化の推進
第一は、2014年11月の金利引下

げと同時に発表された預金金利の自
由化への動きである（なお既に貸出
金利は2013年に自由化されてい
る）。

預金金利の変動上限が、基準金利
の1.1倍から1.2倍へと引上げられ
た。また、期間ごとに基準金利が定
められているが、その満期構成が簡
素化され（表 1 ）、 5 年超について
は今後基準金利は設定されず、各行
が独自に決定できるようになった。

人民銀行は、預金金利の変動上限
引上げについて、金融機関のガバナ
ンスの改善や金利決定能力・リスク
コントロール能力の向上などを理由
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表2「証券会社及び基金管理会社子会社の資産証券化
業務管理規定（改訂稿）」の要点

表1 最近の基準金利の推移

個人対個人の貸借の場を提供するプ
ラットフォーム。中国の現状につい
ては『金融ITフォーカス』2014年
9 月号参照

3 「預金保険条例」草案は11月30日に
発表された。2014年12月30日まで
パブリックコメントを募集

4 「預金保険条例」草案では保護され
る預金上限は50万元

5 投資信託運用会社のこと
6 同じく11月に銀行業監督管理委員会

も融資資産証券化について、やはり
審査制から登録制にすると発表した

7 売掛債権などの証券化は、インフォ
ーマル金融に依存してきた中小企業
金融に新たな資金調達手段を提供す
る可能性を持っている

『金融ITフォーカス』2015年 1 月号
より転載

神宮  健（じんぐうたけし）
NRI北京金融システム研究部長

ては明示的な規定がなく、証券会社
と同様の規定を適用すべきであると
の意見があった。

こうした中で、証券監督管理委員
会（証監会）は2014年11月に「証
券会社及び基金管理会社子会社の資
産証券化業務管理規定」を改定・発
表した注6。ポイントは、①（証監会
が管轄する）資産証券化業務を行え
る主体を証券会社だけでなく基金会
社子会社にも拡大する。②証券化商
品についての事前行政審査を事後登
録（中国基金業協会）に変更し、証
券化商品の原資産についてはネガテ
ィブリスト管理を実施する。③情報
開示を強化し、情報開示手引きを発
表する、などである（表 2 ）。

なお、証券化商品の原資産は、キ
ャッシュフローが予測可能で、特定
が可能である財産権や財産であり、
具体的には企業の売掛債権注7、融資

資産、信託受益権やインフラ設備、
商業不動産、不動産収益権などが挙
げられている。また、証券化商品は
私募形式（投資家は200人以内）で
適格投資家向けに販売され、証券取
引所や（証券会社が運営する）私募
商品の取引システム、証券会社店頭
市場で取引可能である。

このように規制緩和や規制の整備
を通して、これまで市場主導で進ん
できた金利自由化や資産証券化が、
徐々に正規化され中国金融全体に広
がることが期待される。

注

1 アリババの「支付宝」（アリペイ）
に口座を持つ顧客が、口座上の遊休
資金をマネーマーケットファンドに
投資する仕組みである。詳しくは『金
融ITフォーカス』本誌2014年 3 月
号参照

2 P2Pは、インターネット上において

（％）
2014年11月22日 2012年7月6日

預金 上限（x1.2） 上限（x1.1）
当座預金 0.35 0.420 0.35 0.385
定期預金

3カ月 2.35 2.820 2.60 2.860
6カ月 2.55 3.060 2.80 3.080
1年 2.75 3.300 3.00 3.300
2年 3.35 4.020 3.75 4.125
3年 4.00 4.800 4.25 4.675
5年 ─ ─ 4.75 5.225

融資 下限は13年
7月撤廃 下限（x0.7）

6カ月
5.60 （1年以内に） 5.60 3.920

1年 6.00 4.200
1年～ 3年

6.00 （1～ 5年に） 6.15 4.305
3年～ 5年 6.40 4.480
5年超 6.15 6.55 4.585

出所）中国人民銀行資料より野村総合研究所作成

● 資産証券化業務の主体範囲を証券会社から基金管理会
社子会社にも拡大する予定である

● 資産証券化業務のSPV（特別目的事業体）を作る。一
般的な私募ファンド（証券私募基金やPEファンド）
と区別するために、SPVの名称を「資産支持（Asset-
Backed）専項計画（プラン）」とする

● 事前行政審査を事後登録に変更する。証券会社・基金
管理会社子会社は専項プランを設立してから5営業日
以内に設立状況を中国基金業協会に報告・登録しなけ
ればならない

● 中国基金業協会は原資産に対しネガティブリスト管理
を実施する

● 規制面からは情報開示を強調する。「証券会社及び基
金管理会社子会社資産証券化業務情報開示手引」案に
基づく

出所）証監会発表より野村総合研究所作成
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N R I  N E W S

ールマガジンなどのインターネッ
トメディアを通じたものが主流で
あった。最近はポイントプログラ
ムや、ウェブサイトを通じたクー
ポン割引も一般化している。とこ
ろが、成熟市場の消費者は、これ
らの情報刺激に慣れて反応が鈍く
なり、販促効果が頭打ちになるケ
ースが増えている。単純な刺激で
は反応しなくなった消費者に対し
ては、より精度の高い、新たな強
い刺激が必要である。

では、いかにして消費者に新た
な刺激を与えられるのか、SoLo     
Moを題材に例示したい（図 1 ）。

Aさん（30代女性）は、平日は
ほぼ終日、勤務先のある東京丸の
内に滞在しており、自宅周辺にい
るのは休日が中心である。Aさん

注目される「SoLoMo」
「SoLoMo」とは、マーケティ

ングのあり方を変えるトレンドと
して急速に存在感を増しつつある
以下の 3 つの単語の、それぞれの
初めの 2 文字を合わせた造語であ
る。

①Social（ソーシャルメディア）
②Local（位置情報活用サービス）
③Mobile（モバイルアプリ・デ

バイス）
SoLoMoは2012年ごろから米国

を中心に提唱され始め、昨今は日
本でも注目されるようになってい
る。

従来、小売業における販促活動
はテレビや新聞などのマスメディ
ア、チラシ（ローカルメディア）
などの紙媒体、ウェブサイトやメ

はスマートフォンとモバイルアプ
リを使いこなし、便利なサービス
を受けるために位置情報サービス
を「有効」にし、アプリやウェブ
サイトに自分の情報の「利用許可」
を与えている。また、いくつかの
店舗に会員登録もしており、自宅
の最寄り駅近くのドラッグストア
もその 1 つである。ある休日、A
さんが自宅でのんびり過ごしてい
ると、その店からメールが届いた。
メールには「○月○日に購入され
た○○が、そろそろなくなる頃で
はありませんか？」というコメン
トが添えられ、リンクされたウェ
ブページには実店舗とオンライン
店舗の両方で使えるクーポンが付
いていた。Aさんは午後、外出の
ついでに店に立ち寄った。

Aさんはソーシャルメディアも
積極的に利用して生活に役立てて
いる。ある日、Aさんは店のフェ
イスブックページで割引キャンペ
ーンがあることを知った。ページ
をシェア（投稿を共有）された人
も割引を受けられるというのでA
さんはその情報を投稿した。以前
からある「お友達キャンペーン」
だが、ソーシャルメディアでは情
報が拡散するスピードも範囲もこ
れまでとは大きく異なる。Aさん
が発信するお買い得情報は信頼度

物が売れにくい市場縮小時代において、日本国内の企業
は商品力、利便性・快適性、接客・感動体験の 3つの要素
でいかに他社より秀でた価値を提供し、顧客の経験価値を
最大化できるかが勝負の鍵となる状況にある。そのような
中、昨今では購買履歴に加えて、ソーシャルメディアデー
タ、位置情報データ、モバイルアプリへの蓄積データなど、
新たな消費者情報が得られるプラットフォームが構築され
つつある。これら「SoLoMo」の活用が進めば、企業は顧
客をより深く知ることができるようになり、顧客との絆強
化という観点で、消費者を対象とする有効なマーケティン
グの手法が大きく変わる可能性がある。

川津のり

SoLoMo活用が生む可能性
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が高いためフォロワーが多い。こ
うして店はAさんのおかげで新し
い来店客を獲得することができた。

この話は決して絵空事ではな
い。これまで理想論として語られ
てきた、個人の活動データや個別
メディアを基にした顧客との密な
コミュニケーションが、今、現実
のものになりつつある。

SoLoMoは製造業やサービス業
など業種にかかわらず、消費者を
対象とするマーケティングの手法
を大きく変える可能性がある。特
に小売業は、既存のマーケティン
グや販促の手法に加えて強力な武
器を手に入れられる点で期待度が
高い。

消費意識の変化
人口減少時代の成熟市場であっ

ても、新しい商品やサービスがヒ
ットするケースは確かに存在す
る。最近の消費者の消費に対する
考え方は次の 2 つに集約される。

①むやみにお金を使わず「欲し
いもの」「気に入ったもの」「必
要なもの」に使う

②単に低価格のものでなく「品
質に合った納得できるお得感
を得られるもの」を求める

いかに人口が減少しようとも、
ターゲット層の心を捉えた商品は
売れるという構造に変わりはな
い。消費者の評価の基準が厳しく
なっているだけである。

また、消費者の生活におけるデ
ジタル化の進行も疑問の余地がな
い。インターネットの利用が生活
に定着しスマートフォンの普及が
進んだことで、多くの消費者が手

元に強力なメディアを持つ時代と
なった。

次ページの図 2 は、企業SNSア
カウントに対する閲覧・投稿の実
態を性別・年代別に見たもので、
若い世代ほど企業アカウントのフ
ォロー（友達登録）が多く、10代
女性では半数以上が利用している。
また、次ページの図 3 に示すよう
に、フォロー・投稿の理由として
は「キャンペーンへの参加」「セ
ールやキャンペーンなどのお得な
情報が分かる」「商品の情報をい
ち早く知りたい」「クーポンがも
らえる」など、買い物に関して欲
しい情報を得られる項目が上位に
挙がっている。消費活動にソーシ
ャルメディアを積極的に活用しよ
うとしている様子がうかがえる。

図1　SoLoMoの概念
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図2　SNSの企業アカウントに対するフォロー・投稿の状況

図3　SNSの企業アカウントに対してフォロー・投稿する理由

フォロー（友達登録）しており、投稿したことがある
フォロー（友達登録）していないが、投稿したことがある
SNSを利用していない

フォロー（友達登録）しているが、投稿したことはない
フォロー（友達登録）していないし、投稿したこともない

質問 あなたは、SNS（フェイスブック、ツイッター、ミクシィ、ラインなど）の企業アカウントをフォローしたり、企業アカウントに対
して投稿したことはありますか。（1つだけ）
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質問 あなたが企業アカウントをフォローしたり、企業アカウントに対して投稿している理由として、当てはまるものを全て選んでお知ら
せください。（いくつでも）

キャンペーンへの参加や、ゲームをするために必要だから
商品の情報などをいち早く知りたいから
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クーポンがもらえるから
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他のメディアでは分からない情報があるから

自分の意見に対して企業からの返信があるから
面白い情報があるから

仕事や勉強に役立つ情報があるから
その企業が好きで応援したいから
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注）小数第2位で四捨五入をしたため合計が100にならないものもある
出所）野村総合研究所「生活者の買い物行動調査」（2013年11月、ウェブ調査、全国一般生活者男女5千人対象）

出所）野村総合研究所「生活者の買い物行動調査」（2013年11月、ウェブ調査、全国一般生活者男女5千人対象）
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る。当たり前の話ではあるが、実
は極めて重要度が高い要素である
ことは間違いない。

企業にとって、この 3 つの差別
化要素により顧客経験価値をいか
に最大化できるかが勝負である。
いかにして顧客に「この店で買お
う」「この店にまた来よう」と思
わせるかということである。 3 つ
の要素のどれが欠けても顧客経験
価値は高まらない。消費者からの
減点をなくし、加点の実績を積み
続けなくてはならないのが、競争
激化が進む成熟市場時代の宿命で
ある（次ページ図 5 ）。

企業の差別化3大要素
消費者が変化するなかで、企業

は長きにわたって選ばれる存在に
なるために、顧客満足度を高め続
けるほかない状況にある。これを
前提に、市場縮小時代の企業の差
別化を左右する要素を小売業を例
に見ると、大きく次の 3 つに集約
されると考える（図 4 ）。
①商品力

右肩上がりの収入を前提とする
時代が過去のものになり、現在の
消費者は、「使えるお金に限りが
あるのだから、買うのであればで
きるだけ質の良いものを求めた
い」という意識が強い。商品やサ
ービスの質を重視する傾向は以前
より強まる傾向にある。
②利便性・快適性

続いて重要なのが利便性の視点
である。便利さに慣れた日本の消
費者は、群を抜いた利便性・快適
性がなければ評価しないほど要求
水準を高めている。いかに快適に、
ストレスなく欲しい商品を欲しい
タイミングで手に入れられるかが
満足度に影響する。
③接客・感動体験

最後は、買い物そのものの体験
である。困ったときに助けてもら
えた、楽しかった、といったベー
シックな喜びが満足度につなが

顧客経験価値を最大化する
SoLoMo活用

上に挙げた 3 つの差別化要素に
おいて顧客経験価値を最大化する
ために、SoLoMoの活用が寄与す
る可能性は大きい。

ここで、SoLoMo活用のよく知
られた事例を挙げたい。米国の大
手ドラッグストアチェーンWal-
greens社は、来店客が薬を買うた
めに長く待たされ疲れ果てるとい
う状態を改善しようと、無料のモ
バイルアプリを開発・配布して売
り上げの拡大につなげた。

このアプリは、従来のような近
隣店舗検索や店内マップ表示に加
え、より踏み込んだ買い物利便性

図4　小売業の差別化戦略
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い う 目 的 を 明 確 に す る こ と、
SoLoMoのそれぞれの役割やター
ゲットを緻密に考えた戦略を立
て、そのために最適な施策を実行
することである。SoLoMoのそれ
ぞれの施策を戦略的にばらばらに
実施していては顧客満足度の最大
化は難しく、むしろ逆効果になる
ことさえある。SoLoMoは単なる
語呂合わせではなく、 3 つの要素
が相互に作用してはじめて新しい
マーケティング手法となることを
忘れてはならない。

すなわち、SoLoMoを有効活用
するためには、個別戦略ではなく

ック」（店舗内簡易クリニック予
約）など、買い物だけでなく、商
品の消費サポートなどサービス範
囲は幅広い。さらにソーシャルメ
ディアの活用も活発で、フェイス
ブックでチェックインした駐車場
に購入商品を届けてくれるサービ
スも一部店舗で実施している。こ
れは、実店舗、オンライン店舗、
モバイルアプリ、そしてソーシャ
ルメディアを連動させた戦略によ
り売り上げ拡大に成功した好事例
である。

この事例から学べるポイント
は、顧客の何を満足させるのかと

の向上を実現している。例えば、
代表的な機能に「リフィル・バイ・
スキャン」がある。自宅にある薬
の空容器のバーコードをモバイル
で読み込み、登録している店舗に
アプリを通じて送信すると、店は
その注文を受けて薬の準備を開始
する。完了したら、店からアプリ
を通じて顧客に「お薬ができまし
た」と連絡が来るので、待ち時間
なく好きなタイミングで店に受け
取りに行ける。もちろん自宅配送
を選ぶこともできる。また、「ピ
ルリマインダー」（薬の服用タイ
ミング通知）、「ヘルスケアクリニ

図5　顧客経験価値向上へのSoLoMoの寄与
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ケーション戦略と戦術にある。
成熟市場では、一過性の関係を

ひたすら増産するという方法では
成長は期待できない。SoLoMoの
活用が進めば、企業は大事に関係
を築くべき重要顧客について、相
手をより深く知ることができるよ
うになる。対する消費者は、自分
のことをよく知ってもらうことで
さまざまなメリットが得られる。

マーケティングの世界で以前か
ら叫ばれてきた「双方にとってメ
リットのある新しい関係構築」の
可能性がついに見えてきた。顧客
との絆強化に向かう次のステージ
への扉が、今、目の前に開かれよ
うとしている。

『ITソリューションフロンティ
ア』2014年11月号から転載

川津のり（かわづのり）
流通システム企画室上級コンサルタン
ト・グループマネージャー

SoLoMoを活用すると、顧客の
購買履歴データに加えて、以下の
新しいデータが取得できるように
なる。

①感情導線、関心履歴データ
（So）

②行動導線、活動履歴データ
（Lo）

③個人の活動の蓄積データ、カ
ルテ（Mo）

いかに価格に敏感な消費者であ
っても、前述した 3 要素のいずれ
かに心を捉えられ、財布を開く瞬
間は必ずある。来店誘引や客単価
増大のためには、何に対して財布
が開くかを見極めることが必要
で、顧客情報の取得と分析のため
の仕組みづくりが重要なポイント
になる。ここに、SoLoMoによっ
て取得可能になる新しいデータの
出番がある。SoLoMoの活用がも
たらす最も大きな変化は、顧客接
点のデザイン、顧客とのコミュニ

全体戦略を描くことが必要であ
る。同時に、新しいサービスを導
入する際に不可欠なステップであ
る「自社のターゲティング、ポジ
ショニングの再整理」が、SoLo 
Moの活用においてもあらためて
必要になることは言うまでもない。

SoLoMoが開く新しい
ステージへの扉

従来の「売り上げ＝客数×客単
価」という考え方は一定であり変
わることはない。これからの時代
に異なるのは、それぞれをアップ
させる方法である。

人口が減少し、消費者の購買行
動が日々刻々と変化している今、
客数を上げるには 1 人 1 人のロイ
ヤリティー（忠誠心）の向上が重
要になる。すなわち、いったん捉
えたら逃がすことなく顧客満足度
を上げ続けるための施策が必要で
ある。
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F O R U M  &  S E M I N A R

本セミナーについてのお問い合わせ
　アジア事業開発部　佐竹雅也
　電話　＋81-45-336-7347
　電子メール　asia-seminar-help＠nri.co.jp

野村総合研究所・N-PAX社提携セミナー

主催：野村総合研究所、N-PAX CEBU Corp.
開催日：2014年11月27日　　会場：New World Makati Hotel Ballroom（フィリピン）

ＡＳＥＡＮにおける人事・経営管理とIT活用

野村総合研究所（NRI）とそのASEAN（東南ア
ジア諸国連合）地域統括拠点であるNRIアジアパシ
フィック（NRI APAC）は、N-PAX CEBU Corpo-
ration（N-PAX）との資本提携を記念して、フィリ
ピンにおいて共催セミナーを開催した。当日は主と
して現地進出の日系製造業関係者にご来場いただ
き、ASEAN日系企業における人材マネジメントや
IT活用の実際について講演を行った。

■講演 1 「ASEAN日系企業における人材マネジ
メント」（NRIアジアパシフィックマニラ支店
支店長　高岡真紀子）

日系企業が現地で直面する人材マネジメントの課
題は、「離職率の高さ」「現地従業員によるマネジメ
ントの難しさ」「労使の信頼関係構築の苦労」に集
約されるが、「環境にマッチした仕組みづくり」と

「現場リーダーの意識醸成」によって、それらの問
題を解決することができると説明。一般に人材マネ
ジメントは、明確な要求事項と結果評価に重点を置
く米国型と、従業員間の柔軟な連携やチーム管理を
重視する日本型に分かれる。

しかし東南アジアでは、独特のASEAN文化（「ロ
ー・コンテクスト」「自由度の尊重」「家族主義」）
を加味した、日米ハイブリッド型のマネジメントが
必要である。また、「リーダーの意識」をコントロ
ールすることも成功の鍵となる。特に、「実績重視
のリーダーシップは親密性重視のASEANで通用し
ない」「ボトムアップ型のリーダー行動は機能しな
い」といった現場認識を各リーダーがしっかり共
有、定着させられるかという点が重要であると強調
した。

■講演 2 「フィリピン日系企業におけるIT活用
の事例」（N-PAX CEBU Corp. Managing Di-
rector　戸田貴大氏）

現地における長年にわたるITサービスの提供経
験から、現地日系企業が直面する人事給与管理の課
題とITシステムの活用ポイントを、自社の人事給
与管理システム（HRC）の導入事例を交え紹介し
た。従来の方法では即座な把握が難しいシフト開始
時のライン単位での出社率の状況などを、RFID技
術をベースとしたアテンダンスモニタリングという
手法を用い、従業員のシフト情報と連動すること
で、現場・管理部門双方から従業員のライン配置や
稼働状況をリアルタイムで把握できると説明した。

■講演 3 「ASEAN進出日系製造業におけるIT導
入の実際」（NRIアジアパシフィックGSCM事
業部マネージャー　富田雅之）

ASEANにおける豊富な経験を元に、海外日系企
業のIT導入に関する以下の 4 つのキーポイントを
示した。①現状分析、導入計画策定によるシステム
評価の定性・定量化、②ITプロジェク管理支援に
おける外部リソースの積極活用、③経験豊富かつ体
制が整ったベンダーの選択、④クラウドサービスの
活用拡大。現地ITスタッフが不足する中、計画策
定から、プロジェクト管理、運用保守といった一連
のIT支援業務を、経験豊富な外部ベンダーを使用
することにより、海外拠点特有の課題を克服するこ
とが可能であると強調した。
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